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新日鉄グループは、鉄鋼製造を行うさまざまな製鉄インフラを活用することで、「鉄づくり」と使用
済み製品の「リサイクル」という 2 つの側面から、資源循環を促進する新しい社会システムの構築
に取り組んでいます。それは、原料段階からスクラップ段階まで多様にかたちを変え、何度でも再
利用が可能な「鉄」の特長を活かしたソリューションです。また、私たちの鉄づくり、リサイクル
におけるエネルギー効率は世界最高水準であり、地球規模での温暖化対策を推進しています。特に、
製鉄過程で発生する水素を活用する水素還元を用いた製鉄プロセスと、CO2 の分離・回収技術は、
地球温暖化問題を抜本的に解決する革新的技術として、大きな期待が寄せられています。
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報 告 対 象 期 間
数 量 デ ー タ は2008年度（2008年4月 〜
2009年3月）を対象としていますが、活動
内容については一部2009年4月〜 7月の取
組み実績も対象としています。

編 集 方 針
新日鉄は、1998年に国内鉄鋼業で初めて
環境報告書を発行して以来、本年度で12
回目の発行に至りました。本報告書は、新
日本製鐵（株）の「環境報告」と「社会性報
告」を中心に、一部の内容については国内
外の関係会社の活動も対象としています。

報 告 対 象 組 織
●環境・社会的側面：新日鉄グループおよ

び国内外の関係会社251社の活動を対
象としています。

●経済的側面：経済報告の内容について
はアニュアルレポート2009（2009年9月
発行）もご参照ください。

※ 関係会社の一覧は当社WEBサイトに
　掲載しています。　
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新日本製鐵（株）
新日鐵住金ステンレス（株）
日鉄住金鋼板（株）
日鐵住金建材（株）
大阪製鐵（株）
アイエヌ・コート（米国）
アイエヌ・テック（米国）
サイアム・ユナイテッド・
スティール（タイ）等

新日鉄エンジニアリング（株）等

新日鐵化学（株）等

新日鉄ソリューションズ（株）等

（株）新日鉄都市開発等

新日鉄マテリアルズ（株）等
123

※新日鉄および関連電炉会社等5社（➡P30参照）。

アニュアルレポート
新日鉄グループの新商品・技術開
発の紹介、企業価値の向上による持
続的成長についての社長メッセー
ジ、連結業績ハイライト、事業の概
要、コーポレートガバナンス、ステ
ークホルダーとのコミュニケーショ
ン活動、関連会社、財務情報、投資
情報など、主として「経済」を中心と
した年次報告を記載しています。

環境・社会報告書
「環境」と「社会」に関するトップス
テートメント、地球温暖化対策、循
環型社会構築、環境リスクマネジ
メントなどに関する「環境報告」、株
主・投資家、お客様・調達先、従業員、
地域社会、小・中・高・大学生や教員
の皆様、社外団体・NGOなどのさ
まざまなステークホルダーに関す
る「社会性報告」を記載しています。

財務関連指標

アニュアルレポートと環境・社会報告書の報告範囲

経済性報告

社外団体・
NGO

国際社会、地域社会のさまざ
まな社外団体・NGOの方々
と立場を超え、国境を超えて、

環境リレーションズを積
極的に展開しています。

株主・投資家
タイムリーな情報発信、説明
会やディスカッション機会の
拡充を図るとともに、双方向
のコミュニケーションを通じ
てのIR活動の充実に努めてい
きます。

事業活動とステークホルダー

新日本製鐵（株）

お客様・
調達先

原材料・資機材の購入先、お
客様との積極的な対話を心
がけ、サプライチェーン（調達、
生産、販売の流れ）全体を通し
て環境・社会面での配慮を図
っていきます。

従業員
従業員が長期にわたり安心し、
活力をもって働き続けられる
ように、公平・公正な人事処
遇をもとに、各種人事諸施策
を推進していきます。

学生・教員
未来を担う子どもたちや大学
生、その教育に携わる教員の
皆様と、「ものづくり」や環境
問題への取組みについてさま
ざまな交流・連携を図ってい
きます。
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事業セグメント別連結売上高構成比（単位：％）

地域社会
地域の特性を反映した環境
保全活動を実践するとともに、
地域のさまざまなステーク
ホルダーの方々との環境リ
レーションズ※1を積極的
に展開していきます。

Economic Report 経済性報告

これらの冊子は以下のアドレスからも入手できます。

新日鉄グループは、技術先進性の拡大を通じて
高級鋼主体の総合力ナンバーワン企業として、
世界鉄鋼業のなかで確固たる地位を確保するとともに、
連結経営推進体制の整備・強化による
６つの事業部門（製鉄・エンジニアリング・
都市開発・化学・新素材・システムソリューション）の
相乗効果の発揮により、社会の持続可能な発展に
貢献していくことを目指しています。

　　　会社概要

社名 新日本製鐵株式會社
（英文名：Nippon Steel Corporation）

本社
〒100-8071 
東京都千代田区丸の内二丁目6番1号
TEL.03-6867-4111（代表）

設立 1950年（昭和25年）4月1日　
※新日本製鐵株式會社発足は1970年（昭和45年）3月31日

社長 宗岡 正二
資本金 419,524百万円（株主総数449,500名）

上場証券取引所 東京、大阪、名古屋、福岡、札幌
従業員数 50,077名（連結）

グループ 連結対象子会社 251社　
持ち分法適用関連会社 73社

経営トップ

化学事業
新日鐵化学（株）

システムソリューション事業
新日鉄ソリューションズ（株）

新素材事業
新日鉄マテリアルズ（株）

エンジニアリング事業
新日鉄エンジニアリング（株）

都市開発事業
（株）新日鉄都市開発

製鉄事業

連結コーポレート
機能研究開発

URL

※ 1　環境リレーションズ
当社は環境に関する情報の発信、社外との交流を中心とした、
環境に関するコミュニケーション活動を「環境リレーションズ」
と呼び、積極的に推進しています。
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Top Statement

　昨年9月の米国発の金融危機以降、主要産業の生
産活動や設備投資が一気に縮小し、雇用調整も行わ
れるなど、世界経済は同時不況の様相を呈していま
す。鉄鋼業においても昨年下半期以降、主要需要分
野の活動水準が軒並み低下し、過去に例を見ない急
激かつ大幅な需要減退に直面しています。
　このように、当社を取り巻く経済・社会状況が激
変している中、新日鉄グループは、「鉄事業を中核
として、豊かな価値の創造・提供を通じ、産業の発
展と人々の暮らしに貢献する」ことを基本理念とし、
企業価値の継続的な向上を図るとともに、社会の持
続的な発展に貢献していきます。
　環境に関する取組みにつきましても、法令遵守の
観点にとどまらず、世界最高レベルの環境保全･省
エネルギー技術や製鉄所のインフラ等を最大限に
活用し、需要家、他産業や地域社会、課題によって
は世界の鉄鋼メーカーともしっかりと連携をとりな
がら、資源・エネルギー問題、地球温暖化、リサイク
ル、環境保全等の世界的課題に対し、積極的に対応
していきます。
　当社は、環境問題への対応を経営の基軸として位
置づけ、自主的かつ迅速に実行していくと同時に、
社会や他産業とも連携して社会のサステナビリ
ティに貢献することを着実に実践し、「世界のモデ
ル」となるような鉄鋼メーカーであり続けたい、と考
えています。

　地球環境問題が世界の重要な政治課題のひとつ
に挙げられる中で、G8サミットにおいて日本をはじ
めとする先進国間で合意された「2050年までに世
界全体のCO2排出量を少なくとも50％削減」のよう

な世界全体としての中長期的な課題を解決するた
めには、今から取組みを開始しなければいけません。
　当社は、これまでも環境・省エネルギー対策に精
力的に取り組み、世界最高レベルの省エネを実現し
ていますが､エネルギー消費量を2008〜2012年度
に、対1990年度比で10％削減（CO2排出量では9％削減）
する自主行動計画目標を達成すべく、さらなる努力
を継続中です。その結果、2008年度の新日鉄グルー
プのCO2排出量は、これまでの省エネ努力に加え生
産量の低減もあり、1990年度に対して15.1％の削減
となりました。
　今後さらに、世界最高水準の技術開発力を活かし
て、地球規模での資源・エネルギー・環境問題の解
決に貢献していくため、2050年を見据えた長期的な
視野に基づく活動を念頭において、持続可能な社会
の実現に向けて果敢にチャレンジしていく考えです。
　この取組みを、3つのエコ、すなわちエコプロセス
（環境に配慮した製造工程）、エコプロダクツ®※1（環境にやさし
い鉄鋼製品）、エコソリューション（省エネ・環境問題を解決
する提案）の視点から、ご紹介いたします。
　エコプロセスに関しては、すでに世界最高水準に
ある鉄鋼製造工程での省エネ技術をさらに深化さ
せるとともに、2005年以降、日中鉄鋼業環境保全・
省エネルギー先進技術交流会、アジア･太平洋パー
トナーシップ（APP※2）、世界鉄鋼協会※3を通じて行な
われている、日本の優れた省エネ技術を世界の鉄鋼
業に普及させる取組み（グローバル・セクトラル・アプローチ※4）
に、当社は積極的にイニシアティブをとって貢献し
ています。また、中長期的には、抜本的なCO2排出
削減を目指して、日本鉄鋼連盟としてCOURSE50※5

（CO2排出を抜本的に削減する水素還元や未利用の排熱を利用し

たCO2の分離・回収）と呼ばれる環境調和型の革新的製
鉄プロセスの技術開発に、昨年度より着手していま
す。
　エコプロダクツ®では、社会全体でのCO2削減や
環境負荷低減に向けて、自動車の軽量化に不可欠な

代表取締役社長

はじめに

2050 年に向けた環境・
エネルギーの取組み

2050年に向けて
環境・エネルギーに取り組むために

３つのエコの視点から
社会の持続可能な発展に
貢献していきます。

※ 1　エコプロダクツ ®

エコプロダクツ ® は新日鉄の登録商標です。
※ 2　APP
Asia-Pacific Partnership on Clean Development and Climateの略。
2005年7月に立ち上げられたクリーン開発と気候に関するパートナー
シップで、参加国は日本、豪州、中国、インド、韓国、米国、カナダ
の 7 ヵ国。官民連携の下、クリーンで効率的な技術の開発、普及、移
転に関する地域協力の推進を目指している。
※ 3　世界鉄鋼協会
World Steel Associationの訳。1967年に国際鉄鋼協会（IISI）として設

立され、2008年に世界鉄鋼協会に改称。鉄鋼業における国際的な業
界団体。約180の製鉄会社、各国地域の鉄鋼業界団体、鉄鋼に関する
研究学会が加盟し、その会員で世界粗鋼生産量の約 85％を占める。
※ 4　グローバル・セクトラル・アプローチ
鉄鋼、電力などの産業分野別に、温室効果ガス排出削減に向けて、関
係各国が協力・連携していく取組み。
※ 5　COURSE50
CO2 Ultimate Reduction in Steelmaking process by innovative 
technology for cool Earth 50 の略。

トップステートメント
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しての「人」、「設備」、「技術力」です。
　当社は、経済環境がどのように変わって
も、必要な経営資源を継続的・計画的に投
入し、ものづくりの基盤である、「しっかり
と育成された人」、「きちんと手入れされた
設備」、「最先端の技術力・現場力」を実現
させ、次の世代へ引き継いでいきたいと考
えています。そのため、2003年から全社組
織として立ち上げた「製造実力向上委員
会」を通じて、「社員行動指針の策定・浸
透」、「人材総合力の強化」、「ものづくり活
性化」の3つの柱を体系的に実行し、さらに2008年
からは「製造基盤整備」として運動を強化していま
す。今後さらに、より効率的で環境にやさしいエコ
プロセスを開発し、社会から評価される新しいエコ
プロダクツ®・エコソリューションを提供できるよ
う、「技術先進性」を磨き上げていきたいと考えてい
ます。

　鉄は地球の重量の3割以上を占め、あらゆる天然
資源の中で最も豊富に存在すると言われています。
また、最近の多くの研究を通して、鉄が生命体や文
明にとって不可欠な物質であることもわかってきま
した。
　新日鉄グループは、グローバル・プレーヤーとし
て、文明社会や産業にとって重要な基礎資材である
「鉄」を中心として豊かな価値の提供を行う会社で
あるとともに、これからますます深刻化していく資
源・エネルギー問題や地球環境問題などの世界的
課題の解決や、持続可能な社会の構築に貢献してい
きます。
　以上のような取組みを続けていくうえで最も重要
なことは、われわれ自身が、社会から信頼される会
社、信頼されるグループであり続けることであると
考えており、グループ全体で、法令遵守の徹底はも
とより、企業倫理の確立・徹底、内部監査体制・社
員教育の充実や社会貢献の実践等に取り組んでい
るところです。
　今後とも、安全、防災、環境、品質等あらゆる面に
おいて、お客様や地域社会、そして株主の方々など
社会のあらゆるステークホルダーの皆様から信頼
され、社会と共生する会社であるために、これらの
取組みを徹底して継続していきます。
　本報告書が、さまざまな社会のステークホルダー
の皆様との双方向のコミュニケーションのツールと
なり、「環境」と「社会」に関する当社の取組みについ
ての理解を深めていただく一助となれば幸いです。

つです。さらに、鉄の副産物と腐葉土を利用して鉄
分などの栄養分を供給し、砂漠化した海を豊かな海
に蘇らせる「海の森づくり」も、CO2吸収による地球
温暖化対策と生物多様性の保全に加え、食料問題・
エネルギー問題の解決策としても期待されています。

　需要家や社会での省エネルギー・省資源や環境
負荷低減に貢献するエコプロダクツ®の開発・提供
に関し、新日鉄は本年7月、「第3回ものづくり日本
大賞」において、「内閣総理大臣賞」（耐食性を飛躍的に
向上させた環境適合型自動車燃料タンク用鋼板「エココート®-S」

の開発）並びに「優秀賞」（環境に優しい先進鋼材「鉛を使わな
い低炭快削鋼」の開発など4件）を受賞いたしました。
　このように、さまざまな課題に挑戦してブレーク
スルーしていくうえで欠かせないものが、「技術先
進性」であり、これを生み出す現場力・製造実力と

高強度鋼板（ハイテン）や特殊鋼棒鋼・線材、ハイブ
リッドカーに必要なモーター用高機能電磁鋼板、軽
量化に加えて鉛などの環境負荷物質を使わずに耐
食性を向上させバイオ燃料にも対応できる燃料タ
ンク用鋼板（「エココート®-S」）などを開発・提供してい
ます。
　エコソリューションについては、鉄鋼産業向けの
資源・エネルギー回収設備の供給に加え、環境共生
住宅や省エネ製品向け素材、ITソリューションの提
供などを、グループの総合力により推進しています。
また、製鉄所のインフラを活用して、全国で回収さ
れる容器包装プラスチックの約3割、全国で発生す
る廃タイヤの約1割を再資源化するなど、持続可能
な社会の構築に向けて貢献しているところです。
　当社が会社発足直後の1971年からすべての製鉄
所で取り組んでいる「郷土の森づくり」は、生物多様
性の保全に役立つとともに、地球温暖化対策の吸収
源としての役割をはたすエコソリューションのひと

技術先進性を生み出す
現場力と製造実力

グローバル・プレーヤーとして
地球環境問題に貢献

Top Statement

2000 2010 2020 2030 2040 2050
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世界最高レベルの
資源・エネルギー
効率による生産

世界全体でCO2排出半減に向けた長期的な取組み

2050年に向けての
環境・エネルギーの

取組み

京都議定書目標の達成
（2008〜2012年）

ポスト京都議定書（2013年以降）

持続可能な社会構築に
向けた省エネ・
省資源に資する
エコプロダクツ®の提供

地球全体を視野に入れた
省エネ・環境問題の
解決提案

エ
コ
プ
ロ
セ
ス
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コ
プ
ロ
ダ
ク
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®

エ
コ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 海の森づくり

郷土の森づくり

環境共生の街づくり

循環型社会に貢献するソリューションの提供

省エネ・省資源に貢献するソリューションの提供

原料の効率的利用の推進

環
境
調
和
型
の
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

社内発生物の資源化（ゼロエミッション）

廃棄物・バイオマスなどの利用拡大等（廃プラスチック、廃タイヤ、バイオマス＜廃木材、食品残さ等＞）

エココンビナート・エコタウン（資源・エネルギーの産業間連携・地域連携）

グローバル・セクトラル・アプローチ（日中鉄鋼業交流会、アジア・太平洋パートナーシップ＜APP＞、世界鉄鋼協会）

製品性能による省エネルギー・CO2削減への貢献（高強度鋼板＜ハイテン＞による車両軽量化、高機能電磁鋼板やパワーデバイス関連材料による電力高効率利用、太陽光・風力発電向けの高機能材料による

鉄鋼スラグ固化体などの副産物の有効利用

（省エネ建築、街づくり）

（製鉄プラント事業、パイプライン事業、海洋・エネルギー事業、ITソリューション事業等）

環境保全・資源保全・化学物質管理に資する製品 （鉛やクロメート等の環境負荷物質を含まない製品、建設向けエコマーク製品、騒音・振動・磁気シールドに対応した材料、

循環型社会に貢献する長寿命・リサイクル対応製品（長寿命化を支える高耐食性鋼板・鋼管、リサイクル性に優れたスチール缶用材料、安全を支える炭素繊維・

省エネルギーの一層の推進（プロセス革新による効率化、副生ガスの効率的利用、排エネルギーの回収）

COURSE50（水素還元を用いた製鉄プロセスの開発、CO2分離・回収技術）の推進、実用化

（SCOPE21、低品位原料の利用技術等）

（廃棄物処理・資源化システム、土壌・地下水浄化システム等）

複合材による補修・補強材等）

再生可能エネルギーの普及・拡大等）

希少金属を使わない材料等）

ふるさと
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810

440

1,250

約

トン-CO2

万

社会やお客様のニーズに先進の技術でお応えすること。
新日鉄の歴史は、常にそうした「技術革新」の歴史でもありました。
その技術力は、すでに環境・省エネルギーの分野でも、世界最高水準。
目下ではポスト京都議定書の温暖化に関する次期国際枠組みが議論されるなか、
新日鉄は世界的な技術移転とさらなる技術革新の視点から、新しいビジョンを描きます。
2050年の地球環境を見据えて、新日鉄の挑戦は続きます。

特 集

環境・エネルギーの2050年に向けて
新日鉄は、技術を基軸にビジョンを描きます。

I N D E X

1. 自主行動計画の取組み
2. グローバル・セクトラル・アプローチの推進
3. 温暖化防止への革新的な技術開発
4. 資源循環に資する製鉄プロセス
5. 鉄鋼製品を通じた環境負荷低減
6. 環境保全と生物多様性の取組み

地
球

環

境 問 題 に 挑 む
グロー バ ル・プ レ ー ヤ ー 、新 日 鉄 。

3,270

Special Issue in Fiscal 2008

特 集

1

自主行動
計画の取組み

日本鉄鋼業の地球温暖化対策への取組みとCO₂削減効果

特 集

製品・副産物による貢献
CO2削減量は1,250万トンで、

わが国全体のCO2削減量の約1%に相当

CO2削減量

高機能鋼材

副産物の利用
トン-CO2

トン-CO2

日本の総排出量の
約3%に相当

　天然資源である鉄鉱石をコークスによって
還元し鉄分を取り出す高炉法では、鉄1トン当
たり約2トンのCO2が排出されます。2007年
度における日本鉄鋼業の粗鋼生産量は約
12,150万トン。温暖化ガス排出量でみると日
本全体の約14％を占めています。このように
「エネルギー多消費産業」である日本鉄鋼業で
は、1970年代の石油危機以降、製造工程の省
略化・連続化による省エネルギーを積極的に
進めてきました。80年代以降は、排熱回収によ
る発電や予熱活用など、排熱活用による省エネ
ルギーを推進。1971年〜1989年度における
省エネルギー・環境保全投資は約3兆円にのぼ

り、20％の省エネルギーを達成してきました。
　1990年代に入ると、京都議定書の採択に先
駆け、1996年に日本鉄鋼連盟が主体となって
「自主行動計画」を策定。2010年度のエネル
ギー消費量を1990年度比で10％削減する目標
を掲げ、製造工程でのさらなる省エネルギーを
推進しました。その成果として、2007年度の
CO2排出量は、粗鋼生産が1990年度比で8.8%
増加する中、約370万トンの削減(同1.8%削減)を
達成しています(CO2排出原単位では同9.7%の削
減)。このほか「自主行動計画」では、2007年度は、
製品・副産物による貢献、国際貢献とあわせて、
日本のCO2年間総排出量の約3%に相当する約
3,270万トンの削減効果をあげています。
　こうした30年間にわたる省エネルギーへの
継続的な努力、具体的には果敢な技術開発や
省エネ投資によって、日本の鉄鋼業は今日、世
界最高水準のエネルギー効率を実現するに
至っています。

日本鉄鋼業の 30 年間にわたる
省エネルギーへの取組み

Special Issue in Fiscal
2008

※数字は 2007 年度

鉄鋼業による

家庭部門の取組み ●環境家計簿の参加世帯の拡大
業務部門の取組み ●オフィスにおける新目標の設定と取組み強化
物流部門の取組み ●モーダルシフト　●運行効率改善等

万1,650
国際貢献

技術移転によるCO2削減量（1,180万トン）と、
副産物輸出によるCO2削減量（470万トン）を合算

トン-CO2

万

万

トン-CO2

万

万370
生産工程における

取組み
エネルギー起源CO2削減量は370万トンで、

1990年度比約1.8%を削減

トン-CO2
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　現行の京都議定書の枠組みでは、米国・中
国・インドなどの主要排出国が排出削減義務
を負っていないために、世界のCO2排出量の約
30％しかカバーされていません。この枠組み
では、今後の途上国の経済成長に伴って、2010
年のCO2排出量は1990年度比で40％も増大し
てしまうことが予想されています。
　そこで、京都議定書の枠組みを超えた、より
公平で実効力の高い新しい枠組みづくりが、い
ま世界で求められています。そのひとつに、鉄
鋼や電力、セメントなど主要業種が産業分野別
に、CO2排出削減に向けて国際連携していく、
グローバル・セクトラル・アプローチがあります。
　現在、世界の鉄鋼業では、既存技術の普及や
革新技術の開発を加速・促進させるグローバ
ル・セクトラル・アプローチを推進しています。

その中心的な役割を担っているのが、世界最高
水準のエネルギー効率を有する日本鉄鋼業な
のです。たとえば、アジア･太平洋パートナー
シップ（APP）では、鉄鋼タスクフォースにおい
て日本が議長国を務めており、米国、中国、イン
ドが参加している点で、大きなCO2排出削減ポ
テンシャルをもっています。これまでの調査で、
APPの削減ポテンシャルは、1億2,900万トン
にも及ぶと試算されています(P33参照)。また、
世界約60ヵ国の鉄鋼メーカーが加盟する世界
鉄鋼協会でも、2007年からグローバル・セク
トラル・アプローチの検討を開始し、2008年
には世界の鉄鋼業界のエネルギー効率の集計
を完了しています。
　さらに、国際エネルギー機関(IEA)は、「2008
年版エネルギー技術展望」の中で、各国鉄鋼業
のCO2削減ポテンシャルの比較において、副生
ガスや購入電力の扱い、CO2排出係数などバウ
ンダリーの定義を統一し、共通のバウンダリー

日本鉄鋼業が主導的な役割を担う
ポスト京都の枠組みづくり

特 集Special Issue in Fiscal 2008

新日鉄の技術移転による
中国/BE3のCDQ設備

のもと、現在実用段階にある最高効率技術を世
界の鉄鋼業に適用した場合、約3.4億トンの削
減が見込まれるとの試算を公表しています。
　APPや世界鉄鋼協会を通じて、日本鉄鋼業
の優れた省エネ技術を世界中へ移転・普及し
ていくこと。それは「2050年までに世界の温暖
化ガス排出量を半減する」という長期的な視点
に立つとき、地球規模での温暖化対策に貢献す
る、大きなファクターになるでしょう。

　当社は、中期的にはまず既存の環境・省エ
ネ技術を世界に移転・普及させることを行っ
ていきます。当社の既存技術のなかで技術移
転の中核を担うのが、世界最高水準のエネル
ギー効率を有するCDQ（排熱を回収して発電する
設備）です。これは、標準的なもので約３万kw

の発電力をもち、年間利用率（定格出力に対する実
際の年間発電量）を考慮すると、1基で中型の風力
発電設備約100基分の発電力に相当します。い
まのところ、CDQの技術移転先としては、中
国・インドを重点的に考えています。特に中
国では、2003年以降はBE3（北京中日聯節能環保工
程技術有限公司）を通じて2008年度までに20基
以上のCDQを技術移転しており、合計1,000万
トン近いCO2削減効果が見込まれています。
　CDQのほかにも、韓国ではPOSCOとの戦
略提携の深化・拡大を進め、2008年度は乾
式ダストリサイクルに関する共同事業を推進
する合弁会社を設立しました。また、経済成
長の著しいブラジルでは、南米最大級の鉄鋼
メーカーであるウジミナス社を持分法適用会
社として本格的な経営参画を果たし、北米で
需要の高い高級鋼の効率的な生産・供給を目
指して、先進技術の移転を図っています。

先進の環境技術を世界へ。
新日鉄が推進する CDQ の技術移転

CDQ 1基の発電力
Special Issue in Fiscal 2008

特 集

2

グローバル・セクトラル・
アプローチの推進

出所：エネルギー技術展望2008
国際エネルギー機関（IEA）発表資料より作成

t-CO2/年約3.4億
世界全体で排出削減可能な量は

350
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0

（t-CO2/t steel）
削減ポテンシャル

（Mt CO2）
排出削減量
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0
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■連鋳改善 ■高炉効率化
■高効率副生ガス発電 ■コークス炉ガス回収改善
■平炉から転炉へ転換 ■CDQ（または改良湿式消火）

■転炉ガス回収改善

kw
［風力発電設備約100基分に相当］

　 削減ポテンシャル原単位※1

※ 1　削減ポテンシャル原単位
最高効率技術を導入した場合、粗鋼 1トンの生産当たり、どの程度CO2 削
減できるかを示す指標。数値が小さいことは、すでに技術導入が進んでいる
ために今後の削減余地が少ないことを意味します。

各国鉄鋼業のCO2削減ポテンシャル比較
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世界鉄鋼協会によるCO2ブレークスループログラム

北米プログラム
鉄鉱石の電気分解など基礎
研究（大学との連携）が中心

南米プログラム
バイオマスなど

日本プログラム
（日本鉄鋼連盟）

CO2分離・回収や水素還元など
セクターを超えたテーマも含む

韓国プログラム

豪州プログラム

高炉ガスからのCO2分離とガ
スリサイクルなど低炭素鉄鋼
製造、溶融還元などが中心テ
ーマでEU域内の国際的な連携

欧州プログラム
Ultra Low CO2 Steelmaking

ULCOS

CO2分離・回収や水素還元

バイオマスなど

ブレークスループログラム

北米プログラム
鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎鉄鉱石の電気分解など基礎
研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心研究（大学との連携）が中心

日本プログラム

　前章で紹介したように、当社の地球温暖化対
策は「先進の技術」を基軸とするものです。中
期的には、いまある環境技術の世界移転を促進
していきますが、さらに長期的な視点からの取
組みにも、並行して着手しています。それが、
革新的な環境技術の開発です。
　世界では、世界鉄鋼協会が中心となって、抜
本的なCO2排出削減をもたらす先進技術を中
長期的に開発することを目的に、2003年から
「CO2ブレークスループログラム」を推進してい
ます。これは基礎研究・調査段階を経て、
2008年からは4つの主要テーマで各国が技術
開発を開始しています。1つが、炭素の代わり
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温暖化防止への
革新的な技術開発

［現状の製鉄プロセスと対比］

水素鉄鉱石
還元技術

高
炉

コークス炉ガス

水素増幅技術

CO₂分離・回収技術

排熱（顕熱）

コークス炉コークス

（コークス消費量減少＝CO₂減少）

高炉ガス

還元鉄

転炉
CO₂貯留技術

社会への
水素供給

高炉ガス循環技術（EUとの情報交換）

加熱= 排熱

銑
鉄

還元鉄

酸
素

ガス処理

H₂ H₂ 65%
CO 35%

CO

CO₂

H₂

H₂

ex.CH₄+H₂O　3H₂＋CO

化学吸収法等
吸収液＋CO₂　吸収液／CO₂（分離） 水素鉄鉱石

還元技術

などの基礎研究とともに、当面の水素供給ソー
スとして、副生ガスからの水素増幅技術も視野
に入れています。
　もうひとつが、従来通り炭素を用いて鉄鉱石
を還元する際に発生するCO2を「分離・回収」
する技術の開発です。この技術は、CO2の集中
排出源から効率よくCO2を分離・回収し、地中
などに貯留することで、化石エネルギーを使用
しつつCO2の大気放散を防止するというもの
です。当社では君津製鉄所にCO2分離・回収
の試験設備を設置し、高効率CO2吸収剤の開発
や、未利用排熱を利用する技術開発などに取り
組んでいます。
　この2つの環境調和型製鉄プロセス技術が実
用化されれば、現状の製鉄プロセスに比べて約
30％のCO2削減が可能になると試算されてい
ます。開発成果の実用化に際しては、分離・回
収したCO2の貯留・モニタリング技術や、CO2
負荷の低い水素や電力の供給など社会基盤の
整備が不可欠のため、政府や関係機関と連携し
て検討を進めているところです。

に水素を使って還元する水素還元。2つ目が木
炭などのバイオマス由来の炭素を使う技術。
3つ目は、米国が研究の主流を担う電解精錬。
4つ目がCO2の分離・回収技術です。このうち、
日本では水素還元とCO2分離・回収を主要
テーマに技術開発を進めています。

　当社をはじめとする日本鉄鋼連盟では、
2008年から、鉄鉱石還元の原点に立ち返った
抜本的なCO2削減技術の開発に取り組む「環境
調和型製鉄プロセス技術開発（COURSE50）プロ
ジェクト」をスタートさせました。
　そのひとつが、炭素以外の還元剤として水素
を活用した技術開発です。これは、鉄の原料と
なるコークスを製造する過程で発生するガス
に水素が約55％も含まれていることから、この
水素を利用して鉄鉱石を還元すれば、CO2の排
出が大幅に削減できることに着目した新しい
技術です。現在、水素による還元のメカニズム

水素還元とCO2分離・回収を柱とした
環境調和型製鉄プロセス

環境調和型製鉄プロセス技術開発の概要図 

環境調和型
製鉄プロセスによる
CO2削減率

特 集Special Issue in Fiscal 2008

抜本的な CO2 排出削減をもたらす
技術開発に向け、世界が連携を強化



14 15

ベール 造粒物二次破砕物

ガスクーラー（冷却機） デカンター（分離機）

ガス精製処理

燃料ガス 軽油

40%
20%

40%

（水素・メタンが
主成分の燃料ガス）

分解ガス

・製鉄所内の加熱炉、
発電所等で利用

（コークス原料）
炭化物

・製鉄原料として
高炉で使用

（化学原料）再生油
・樹脂ペレット
・容器包装
・ベンゼン・トルエン
・キシレン
・塗料、電子材料、等

タール

コークス炉化学原料化法

2008年5月には立ち上げ以降の累計処理量
100万トンを達成しました。これは、CO2削減
量で約320万トン、埋立処分量で約400万㎡を
回避した計算になります。全国で発生する容
器包装プラスチックの約3割に相当する再資
源化量は、単一企業での受け入れ規模として
は世界最大です。

　
　

　「コークス炉化学原料化法」は、既存の製鉄プ
ロセスを活用することでコストと資源回収率の
課題を一挙に解決した画期的な手法です。また、
コークス炉で最高温度1,200℃で高温乾留し、
安定した物質に熱分解する同技術は、地方自治
体で焼却処理する際に起こるCO2発生を回避
でき、地球温暖化対策に直接的に貢献していま
す。さらに、容器包装プラスチックにはさまざ

　新日鉄が独自に研究開発した
「コークス炉化学原料化法」は、日本
の各地方自治体が一般家庭から分
別回収する容器包装プラスチック
を再資源化し100％有効活用する
技術です。この技術は、コークス炉
に事前処理した廃プラスチックを
石炭とともに投入することで、プラ
スチックを熱分解して油やガス、
コークスを生み出すという高度で
クリーンなリサイクルシステムです。
　すでに当社の5つの製鉄所で日
本全国をカバーする廃プラスチッ
クの受け入れ体制を確立しており、
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資源循環に
資する
製鉄プロセス

室蘭製鉄所
事前処理能力

4,500kg/時
稼働開始
2002年4月

名古屋製鉄所
事前処理能力

9,000kg/時
稼働開始
2000年8月

八幡製鉄所
事前処理能力

9,000kg/時
稼働開始
2002年4月

大分製鉄所
事前処理能力

9,000kg/時
稼働開始
2005年4月

君津製鉄所
事前処理能力

13,500kg/時
稼働開始
2000年10月

新日鉄のコークス炉は
世界最大級の
プラスチックリサイクル拠点

ほぼ 100％化学原料化することで
CO2 の排出を大幅に削減する技術

コークス炉を活用した廃プラスチック処理体制

まな種類のプラスチックが混在しているため
選別が非常に困難ですが、この技術は、プラス
チックの種類を問わずに化学原料として再利
用が可能です。コークス炉に投入したプラス
チックはほぼ全量が有効利用され、回収した物
質は、新日鉄グループの既存設備で化学原料と
して使用されています。

　新日鉄のリサイクル技術は、開発当初より注
目を集め、社会に対して開かれた一つの窓口と
して、鉄鋼業に対する一般の方々の理解を促進
してきました。鉄はリサイクル性に非常に優れ
た資源循環型製品であり、製造工程は省資源・
省エネルギー型のプロセスです。また、固体・
液体・気体のすべてを扱い、高温下で酸化も還
元も行っています。こうした鉄鋼業の懐の深さ
は、地球上の発生物、廃棄物を処理する役割を
担うことで社会と共生できる、ポテンシャルの
高さを示しています。市民の意識向上と地方
自治体での回収率の高まりを前提に、新日鉄は
グループ一丸となってこれからもCO2削減と
廃棄物リサイクルの両立を目指し、循環型社会
形成施策と連携した効率的かつ先進的な、独自
のリサイクル・再資源化技術の開発、実践に積
極的に取り組んでいきます。

循環型社会の一翼を担うことで
社会との共生を目指す

［日本全体の約30％を再資源化］
トン-CO2

廃 タイ ヤ のリサ イク ル で も 年 間 約 30 万トン の CO₂ 削 減！！
　新日鉄は廃タイヤのリサイクルでも大き
く貢献しています。広畑製鉄所では、製
鉄プロセスである冷鉄源溶解法（SMP
法）を利用して廃タイヤを原燃料として再
資源化する体制を構築。また、ガス化リ
サイクル設備により廃タイヤを熱分解し、
タイヤに含まれるスチールコードを鉄スク

ラップ代替として高級な鋼へ戻し、油や
ガス、カーボン残さも燃料として100％再
資源化する世界初の技術を確立しまし
た。それぞれ年間約6万トン、合計12万
トンの処理能力は、日本の廃タイヤの1割
以上に相当するものであり、CO2削減効
果としては約30万トンが見込めます。

プラスチックリサイクルの
CO2削減量

特 集Special Issue in Fiscal 2008

（2000 〜 2008年の累計）
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　内燃機関と蓄電で駆動する電動機をあわせ持
ち、動力源を変えて走行するハイブリッドカーは、
環境負荷の低い実用車として世界中で需要が高
まっています。このハイブリッドカーを支えて
いるのが、新日鉄の高機能製品。自動車の重さ
の約7割は鉄が占めるため、燃費向上のための鋼
板の軽量化は必須要件です。特にボディーにお
いては、搭乗者の安全を確保した強度、意匠性
に対応した加工しやすさも要求されます。この
相反する難題を解決したのが、薄くて強い鋼板
「ハイテン」です。現在ではボディーのほか、サ
スペンション、ホイールなど各種部材にも使わ
れ、自動車の軽量化に貢献しています。さらに、
モーターの鉄心としてエネルギーロスを減らす
「ハイブリッド・モーター用電磁鋼板」などにも
新日鉄の高機能製品が使われています。
　当社はこれまで「グローバル･プレーヤー」戦
略として、海外の有力パートナーとのアライア

ハイブリッドカーを支える
新日鉄の高機能製品

［日本全体の約0.7％に相当］
トン-CO2

Special Issue in Fiscal 2008
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環境保全と
生物多様性の
取組み

　土地本来の植生に応じて森をつくることは、
防災・環境保全のみならず、多様な生物を再生、
創造します。新日鉄は1971年、大分製鉄所に
おいて日本で最も早くインダストリアルフォレ
スト（産業立地林）に着手しました。専門家の指
導を受けながら、土地の植生を調べ、慎重に樹
木を選定し、ポットで苗木を作り、一つひとつ
丁寧に植えていきました。この「郷土の森づく
り」は、北海道から九州まで全国10ヵ所のすべ
ての製鉄所で実施され、今では約700ヘクター
ル（東京ドーム約150個分）を超える、森に育って
います。各製鉄所の「郷土の森」には、野鳥が飛
来し、野性の動物たちの姿も見られるようにな
りました。CO2吸収源としての役割とともに、
生物多様性の保全にも貢献しています。

　また、新日鉄は近年新たな環境問題として危
惧され、沿岸漁業に大きな打撃を与えている
“海の磯焼け”改善に向けた「海の森づくり」も推
進しています。“磯焼け”現象の理由のひとつに、
森林の伐採や川の上流の開発などにより、コン
ブやワカメなどの藻類の生育に必要な“鉄分”
が河川から供給されなくなったことが挙げら
れています。この課題を解決するため、新日鉄
では鉄鋼スラグと廃木材を活用した鉄分供給
ユニットを開発、藻場の造成に取り組んでいま
す。海では植物プランクトンと海藻が光合成
を行い、そのCO2吸収量は地球上で行われる光
合成の半分以上を占めることから、抜本的な温
暖化対策としても期待されています。
　地球上に必要な栄養素である「鉄」から得た
知見や技術を、積極的に世界に提供すること。
それが地球環境問題解決の一助になると、新日
鉄は考えています。

「郷土の森づくり」と
「海の森づくり」を世界へ

郷土の森づくりと海の森づくりの活動状況

北海道／増毛（ましけ）町

北海道／寿都（すっつ）町

北海道／函館市

室蘭製鉄所

釜石製鉄所
堺製鉄所
広畑製鉄所

福岡県／北九州市

八幡製鉄所

長崎県／松浦市

大分製鉄所

長崎県／西海市

君津製鉄所

東京製造所

名古屋製鉄所

東京都／三宅島
千葉県／館山市

三重県／伊勢志摩

和歌山県／田辺市
和歌山県／串本町

高機能製品による
CO2削減量
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光鋼管部

生育したホソメコンブ
（北海道寿都町）

［東京ドーム約150個分に相当］

製鉄所の森の面積

製鉄所での新入社員に
よる植樹活動
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鉄鋼製品を
通じた
環境負荷低減

電磁鋼板

「ハイテン」
衝突実験サンプル

DP,TRIPハイテン

超ハイテン
（980,1180DP）

超延高穴拡げ性ハイテン
（590,780）

サスぺション

ハイブリッド・
モーター用
電磁鋼板

高周波焼入れ用
ハイテン

ボディ

ハイテン
スチールコード

ホイール
耐HAZ軟化
ハイテン ディスク･リム用

ハイテン
（590DP,780）

自動車に使われている高技術製品

欧州
自動車用鋼板の共同技術対応
自動車用鋼板技術クロスライセンス等

ArcelorMittal

戦略提案の深化・拡大

POSCO（韓国）

新日鉄

中国
Baosteel・ArcelorMittalとのJV

宝鋼新日鐵自動車鋼板有限公司（BNA）
冷延170万t・CGL80万t

2010年第3CGLライン増設予定
（+45万t/年）

インド
自動車用鋼板分野に
おける技術協力

自動車鋼板JV検討中

北米
ArcelorMittalとのJV
北米における

自動車用鋼鈑の製造・販売

南米

USIMINAS
USIMINASとのJV

南米における
自動車用鋼板の製造

2010年第2CGLライン増設予定
（+55万t/年）

TATA

38%
タイ

SUS SNP

45%61%

5%
冷延 160万t
I/N Tek

CGL 50万t
EGL 40万t

I/N Kote

40%
50%

26%
30%

自動車戦略

高炉連携

当社出資比率% UNIGAL（伯）
CGL 48万t

新日鉄のグローバルネットワーク

ンスを活用したネットワークを構築し、中国、
ブラジルでは自動車用鋼板製造ラインの増強
を推進中であり、さらにタイ、インドでも事業
化を検討しています。当社はこれ以外にも、世
界全体でのエコプロダクツ®の生産・供給を視
野に入れて、新たな地域での事業展開にも積極
的に取り組んでいきます。

ha
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新日鉄グループの総合力を挙げた
エコソリューションの提供例を紹介します。

Nippon Steel Group's
Activities 2008

グループ報告

I N D E X

新日鉄エンジニアリング（株）
（株）新日鉄都市開発
新日鐵化学（株）
新日鉄マテリアルズ（株）
新日鉄ソリューションズ（株）
海外グループ会社の取組み

新日鉄エンジニアリング（株）

 　新日鉄エンジニアリング（株）では、廃棄物
処理・リサイクル分野において、地球環境に配
慮したさまざまなトータルソリューションを提
供しています。
 　その中核を担うのが「直接溶融・資源化シス
テム（シャフト炉式ガス化溶融炉）」。1979年の稼働以
来、30年近い稼働実績を誇り、これまでに国内
外で36件の受注を重ねてきました。可燃ごみ、
不燃ごみ、汚泥、焼却灰など幅広いごみを一
括して処理でき、産出した鉄鋼スラグやメタル
は全量資源化され、アスファルト骨材やコンク
リート二次製品などに生まれ変わります。また処
理過程で発生したエネルギーは発電などに
有効活用され、ダイオキシン類についても万全
の対策がなされるなど、常に広い視点から最終
処分量・環境負荷の極小化を実現してきました。

ごみ直接溶融・
資源化システム

30年にわたる稼働実績

　2008年9月には、岩手沿岸南
部広域環境組合より、岩手沿岸
南部クリーンセンター整備運営
事業を受注しました。身

近
な こ

と か ら 、地
球
規 模 ま で 。

※ 2　NEDO
New Energy and Industrial Technology Development 
Organization の略。独立行政法人新エネルギー産業
技術総合開発機構。

　新日鉄エンジニアリング（株）は、技術開発
研究所北九州環境技術センターにて2009年2
月から、全国に先駆けて食品廃棄物から製造
したバイオエタノールを3％混合したガソリン

（E3ガソリン）の利用試験を開始しました。
　北九州環境技術センターは、2005年度より
NEDO※2の受託事業「食品廃棄物エタノール化
リサイクルシステム実験事業」にて、食品廃棄
物よりバイオエタノールの製造試験を実施し
てきました。今回の利用試験では、E3ガソリン
を製造し、北九州市の公用車や当社の業務車
両等に供給して走行試験を行うものです。
　当社は、引き続き上記の実験事業、およびE3
ガソリン利用試験の実施を通じ、廃棄物のリ
サイクル技術開発に貢献していきたいと考え
ています。

新日鉄エンジニアリング（株）

バイオエタノール
混合ガソリン

食品廃棄物から製造

　NSエネパイルは、NSエコパイル®※1をはじめ
とする建物の基礎杭を地中熱交換器として利
用し、地盤や地下水などの地中熱を熱源とする
ヒートポンプシステムです。地中温度は、空
気とは違い年間を通して大きな変化がなく安
定しているため、空気熱源方式に比べ高効率
な省エネルギー運転が可能となります。
　地中熱ヒートポンプは高効率ですが、わが国
特有の土質構造に起因して、地中熱交換器埋
設のための土壌掘削費用が非常に高額となる
ことが普及の大きな阻害要因となってきまし
た。NSエネパイルは基礎杭中空部を利用する
ため、追加的な土壌掘削費用が不要で、イニ
シャルコストを抑制することが可能です。 
　当社は、この技術をもとに、低炭素化社会
に向けた省エネ建築を提案しています。

新日鉄エンジニアリング（株）

地中熱利用システム
建物の基礎杭を利用した

（NSエネパイル）

新日鉄エンジニアリング（株）

中国でのCO2削減に
寄与するCDQ技術

世界最大の処理能力

　新日鉄エンジニアリング（株）は、著しい経済成長を遂げてい
る中国との合弁会社として、北京中日聯節能環保工程技術有限
公司（BE3）を設立し、中国におけるCDQ事業を推進しています。
BE3の立ち上げからこれまでの約5年間で、受注したCDQは20
基におよび、CDQ1基当たりのCO2削減効果は年間平均約20
万トンであることから、中国の温暖化対策に大きく貢献してい
ます。中国では近年、製鉄所建設ラッシュが続き、産業発展が勢
いを増す一方、CO2排出量が急増し、省エネ・環境対策が大きな
課題となっていました。当社が開発したCDQは世界最大の処

理能力（260トン／時）お
よび省エネルギー効率
を有することから、こう
した中国のニーズに合
致し、大幅な受注増につ
な が りまし た。BE3の
CDQ事業は、グローバ
ル・セクトラル・アプロー
チの顕著な成功例とし
て、世界からも注目され
ています。

※ 1　NS エコパイル®

鋼管の先端に螺旋状の羽根が取り付けられた鋼管杭。全旋回機などで鋼
管を直接回転させて地中に圧入する「回転圧力入工法」の確立により、
産業廃棄物となる残土を発生させない無排土施工を実現。また、コンク
リートやセメントミルクを必要としないため、セメントによる地下水汚
染も発生しません。さらに、杭の撤去・リサイクルも可能にし、低騒音・
低振動施工を実現しました。

グループ報告

事業セグメント別の
サステナブル・テクノロジー。
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　（株）新日鉄都市開発は、長年培ってきた経
験・ノウハウを活かし、都市と環境の共生をテー
マに全国各地で持続可能な街づくりに取り組
んでいます。
　首都圏においては、官公民が一体となって推
進した芝浦アイランド（東京都港区）が2008年9
月に竣工しました。本事業は、四方を水辺に囲
まれた島を「ブロックリノベーション（街区の刷

新）」によりまるごとつくり変えるもので、分譲・
賃貸あわせ約3,800戸の共同住宅、商業施設、
スポーツクラブ、クリニックモールなどから構
成されています。外周約1.3kmの遊歩道や島の
中心に位置する約2,500㎡の広場のほか大小さ
まざまな緑地を設け、また、地域の皆様から親
しまれていたプラタナスの大木を敷地内に移
植・保存するなど環境保全に努めています。
　2009年3月には、芝浦工業大学の江東区豊
洲への移転に伴い、産学連携で「大学」「オフィ
ス」「ホテル」からなる新しい街づくりを行った
芝浦ルネサイト（東京都港区）が竣工しました。
約35種類・約3,300本の木々を植栽し空地の
約40％を緑地化、オフィス棟はヒートアイラン
ドを抑制する屋上緑化を施したほか、運河に面
した親水性の高い立地特性を考慮し、港区と共
同で護岸整備を行うなど、「水と緑」をコンセプ
トにした街づくりを行いました。
　福岡県北九州市の八幡東田地区では、約

120haに及ぶ敷地において、
産学官民の連携により取り
まとめられた「八幡東田グリー
ンビレッジ構想」のもと、環
境共生街づくりを進めてい
ます。その一環として当社
は、全国で初めて環境省の

「街区まるごとCO220％削
減事業」に採択された環境
共生型住宅リビオ東田ヴィ
ルコートの開発等、わが国
を代表する先進の環境都市
創造に貢献しています 。

　低炭素化社会の実現に向けて、政府の中期
目標では太陽光発電の大幅な増大が計画さ
れており、その主たる原料となる多結晶シリ
コンの安定供給が重要なテーマのひとつとな
っています。新日鉄マテリアルズ（株）は、新
日鉄の先端技術研究所との連携のもと、太陽
光発電用の多結晶シリコン製造技術の研究開
発を進め、長年、製鉄事業のなかで培ってき
た技術やノウハウを応用した冶金的処理によ 多結晶シリコン 太陽光パネルのイメージ

芝浦アイランド

芝浦ルネサイト

Nippon Steel Group's Activities 2008

（株）新日鉄都市開発

持続可能な街づくり
都市と環境の共生

新日鐵化学（株）

　次世代の発光デバイスとして注目されてい
る有機EL（エレクトロ・ルミネッセンス）技術は、省
電力、低環境負荷、デザイン性に優れている
ため、カーオーディオ、携帯電話、携帯音楽プレ
イヤーなどのディスプレイから、カーナビ、デ
ジカメ、小型テレビなどの用途へと搭載製品が
拡がりはじめ、照明分野においても、開発が急
速に進みつつあります。 
　新日鐵化学（株）が独自開発した有機EL材料

「ルミエース®」は、世界で初めて有機ELディ
スプレイが本格量産されたときからいち早く

採用されてきました。 
　また、当社は、究極の省エネ材料である燐
光発光材料に早くから着目して開発を行い、世
界で初めて工業化された赤色燐光デバイスに、
当社の材料が採用されました。その後、緑色燐
光材料の開発にも成功し、近い将来ラインアッ
プされる青色燐光材料とあわせて、オール燐
光デバイスの実現を目指しています。燐光材
料を用いた有機EL照明の普及は、大幅な省エ
ネ効果はもちろん、平面発光による大面積化に
加え、水銀を使わないなど環境にも優しく、低
炭素化社会の実現に大きく貢献します。

有機EL材料「ルミエース®」
低炭素化社会に貢献

グループ報告

新日鉄マテリアルズ（株）

多結晶シリコンの
事業本格化

太陽電池向け主原料

　新日鉄ソリューションズ（株）は、地球環境保
全を経営上の最重要課題のひとつと認識し、時
代と経営と現場をつなぐリアルITソリューショ
ンカンパニーとして、「社会の持続可能な発展」
の実現に貢献しています。本社（新川オフィス）で
2003年にISO14001の認証を取得し、2009年
4月に登録を更新しました。
　当社は、システムの企画・構築、運用・保守
を一貫して提供するシステム・ライフサイク
ル・トータルソリューションなどの提供を通じ
て、お客様の事業の全体最適化を実現していま
す。たとえば、生産・物流・販売の最適化を狙

新日鉄ソリューションズ（株）

リアルITソリューション
持続可能な社会を支える

いとするSCM（サブライチェーン管理）、最適化計画
に基づくエネルギーや運輸での運行・稼働管
理のほか、戦略的営業支援システム、電子申請
や電子的文書保管などにより、お客様の時間・
資源の有効利用に役立てていただいています。
　2007年10月より提供を開始したクラウド・
コンピューティングサービス「absonne（アブ

ソンヌ）」では、徹底的な仕様の標準化、運用の自
動化・共有化による効率化を進め、Grid・仮想
化などの複雑化するITインフラ技術への対応
も含め、24時間365日の安定稼働を万全の体制
で実現しています。これにより、お客様のITコ
ストやITリソースを大幅に削減し、お客様
はITインフラ業務から解放され、ビジネスに専
念していただけます。

　新日鉄が筆頭株主（44.7％）であるタイの冷延
鋼板メーカー、サイアム・ユナイテッド・スティー
ル（以下、SUS）は、タイの2008年度総理大臣賞

（環境保全部門）ならびにエネルギー賞を受賞しま
した。
　SUSはこれまで、生産性、安全、品質、エネル
ギーの4部門において総理大臣賞を受賞してお
り、今回が4年連続5度目の受賞となるととも

海外グループ会社の取組み

サイアム・ユナイテッド・
スティール（タイ）

4年連続で総理大臣賞を受賞
に、受賞可能な5部門すべてで受賞したこと
になります。また、エネルギー賞は、初めての受
賞です。
　今回の2つの受賞は、それぞれの審査項目に
おいて高い評価を得たことに加え、要求品質の
高度化が著しいタイ市場において高品質の冷
延鋼板を安定的に供給し、タイの産業界発展
に大きく寄与していること、継続的に環境基準
を高い水準でクリアしていること、そして
TPM（Total Productive Maintenance：総合生産保全）活
動を通じて社員の意識改革や人材育成に努め、
一層の環境保全や省エネルギーを目指してい
ることが高く評価されたものです。

り、シリコン純度を太陽電池に適した6Nグ
レード（99.9999%）まで高めることを実現しま
した。福岡県北九州市（新日本製鐵㈱八幡製鉄所構

内）に、NSソーラーマテリアル（株）を設立し、
太陽光発電用の多結晶シリコン供給を開始
しています。

NSクラウド・コンピテンスセンター

総理大臣賞の授賞式

有機EL照明のイメージ
写真提供：パナソニック電工（株）
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・当社グループ全体として、より広範なリスクへの対応
力を強化する観点から、各グループ会社にリスクマネジ
メント責任者を置き、当社と各グループ会社との間で、
リスク管理に関する情報の共有化や施策を充実させて
います。

・内部通報システムとして、「コーポレートリスク相談室」
並びに弁護士事務所に通報窓口「コンプライアンス・ホッ
トライン」を設置し、社員及びその家族、派遣社員・請負・
購買契約先社員、グループ会社社員等から業務遂行上の
リスクに関する相談を受け付けています。

・反社会的勢力との関係を一切持たないこと、反社会的勢
力からの不当要求等には一切応じないことを旨とした社
内規程を定め、これに基づく社内体制を整備しています。

・当社および当社グループ会社経営に重大な影響を与え
る不測の事態が発生した場合、社長を本部長とし、担当
取締役・執行役員のほか、監査役及び顧問弁護士等をメ
ンバーに加えた「危機管理本部」を直ちに招集し、迅速に
必要な初期対応を行い、損害・影響などを最小限にとど
める体制を整えています。

　当社および当社グループは、このような内部統制･
リスク管理の取組みを今後とも継続し、実効性の向
上を図っていきます。

1.マ ネ ジ メ ン ト 体 制

コーポレート・ガバナンス
経営管理体制 

　中期連結経営計画における連結事業推進体制の整
備・強化（事業持株会社への移行）を踏まえ、今後の経営環
境の変化に対応したより迅速で機動的な経営の意思決
定を行うために、2006年の定時株主総会以降、少数の取
締役による取締役会構成に変更しました。加えて、業務
執行に万全を期し、責任の明確化を図ることを目的とし
て、執行役員制度を導入しています。
　また、当社は、監査役制度を採用しており、社外監査
役を含む監査役機能の充実により、経営の健全性の維
持・強化を図っています。その結果、現在の取締役は10
名、監査役は7名（内、社外監査役4名）となっています。

内部統制・リスク管理体制

　当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性を
確保し、関連法規を遵守するため、右図のとおり内部統
制・リスク管理体制を整備し運用しています。
　当社および当社グループ経営にかかわる重要事項は、
社長・副社長などによって構成される「経営会議」（原則、
週1回開催）の審議を経て、「取締役会」（毎月1〜2回開催）に
おいて執行決定を行っています。また、経営会議・取締
役会に先立つ審議機関として、目的別に計18の全社委員
会を設置しています。
　取締役会などでの決定に基づく業務執行は、代表取締
役会長・社長の下、業務担当取締役、執行役員、部門長
らが迅速に遂行していますが、併せて内部牽制機能を確
立するため、社内規定において権限や責任、適切な業務
手続きを明確にして、法令・規定違反の防止に万全を期
しています。

内部統制・リスク管理を強化する取組み

内部統制・リスク管理体制

監
査
役

監
査
役
会

会計監査人
（監査法人）

株主総会

危機管理
本部

業務担当取締役・
執行役員・部門長

従業員

内部監査部門

コーポレートリスク相談室
コンプライアンス・
ホットライン

（総務部コーポレート
リスクマネジメント部）

全社
委員会

リスク
マネジメント
委員会

経営会議
代表取締役社長

取締役会

基本報告
I N D E X

1.マネジメント体制
2.環境報告
3.社会性報告

3
つ
の

側
面 か ら 本 年 度

の
取 組 み を 報 告します。

新日鉄グループ企業理念

新日鉄グループは、鉄事業を中核として、
豊かな価値の創造・提供を通じ、
産業の発展と人々の暮らしに貢献します。

基本理念

経営理念

以上の理念のもと、公正かつ透明な経営を行います。

新日鉄グループ社員行動指針

私たちはこれらの指針に則り、常に公明正大、正々堂々と行動します。

情熱・創造
世界一のものづくり企業を目指し、
チャレンジを続けます。
現場・現物

現場を基軸に、本質を追究し、
不断の改善に努めます。
自主・自律

高い志と目標を持ち、自ら考え、
迅速に行動し、必ずやり遂げます。
公正・信頼

対話による相互信頼を重んじ、
約束とルールを守ります。
研鑚・育成

自らを磨き、次世代の人材を育てます。

マネジメント体制

1-1

　経営管理体制の下で、内部統制・リスク管理の強
化のため、以下の取組みを行っています。

・総務担当副社長を委員長とする「リスクマネジメント
委員会」において、当社グループの内部統制・リスク管
理体制の整備・運用状況を定期的に確認しています。

1
新日鉄グループは、法令遵守はもとより
企業倫理や社会貢献の実践を通じて社会と共生し、
社会から信頼され続けることがすべての事業活動の前提であると考えています。
その実現のため、新日鉄グループ「企業理念」「社員行動指針」を制定するとともに、
内部統制・リスク管理体制の構築、法務教育の実施などの具体的施策を講じ、
その継続的な改善に努めています。

基本報告

Basic Report in Fiscal 
2008

1
社会と共生し、社会から信頼される
グループであり続けます。

2
たゆまず技術の創造と革新に挑戦し、
技術で世界をリードします。

3
変化を先取りし、さらなる進歩を目指して、
自らの変革に努めます。

4
人を育て、人を活かし、活力に溢れる
グループを目指します。
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1.マ ネ ジ メ ン ト 体 制Management System

コンプライアンス・
ガイドライン

　当社グループは、独占禁止法違反や品質管理に関
する法令違反により、以下のとおり処分等を受けました。

・2007年9月　新日鉄は、国土交通省三地方整備局発注
に係る鋼橋上部工事の受注に関し罰金刑

・2007年12月 新日鉄は、高圧・中圧ガス導管工事の受注
に関し課徴金納付命令

・2008年6月  新日鉄は、鋼管杭・鋼矢板の営業に関し課
徴金納付命令

・2008年5月 子会社である（株）ニッタイは、規格・契約等
に定められた水圧試験の未実施によりJIS認証の取り消し

・2008年12月 子会社である日鉄住金鋼板（株）は、鋼板
製品の一部の営業に関し独占禁止法違反容疑で起訴

　当社グループは、このようなコンプライアンス違反
問題を厳粛に受け止め、今後、法令遵守をさらに徹底
するとともに、グループおよび委託加工先を含めた品
質管理体制の見直し・強化を図っていきます。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 情 報

コンプライアンス教育 

　当社は、社員に対し定期的なコンプライアンス教育
を行っています。特に独禁法については全社員を対象
に専門の弁護士によるセミナーやe-ラーニングを実施
し、また、違法行為類型を具体的に示した「独占禁止法
遵守マニュアル」を作成、周知しています。
　独禁法以外にも、企業活動に関するさまざまな違法
行為をわかりやすくまとめたコンプライアンス・ガイ
ドラインを作成し、社内セミナーなどを通じて当社お
よび当社グループの社員に周知徹底してその遵守を
図っています。

コンプライアンス1-2

製造実力向上委員会1-3

3つの柱と9つの施策 

　新日鉄は、大規模な世代交代と技能伝承、設備の整
備・保全などの構造的な課題への対応、品質・コスト
など生産面での改善が不可欠と感じ、また製造業にお
ける災害・事故が続発したことに対する全社的な危機
感から、2003年11月、副社長を委員長とする製造実力
向上委員会を設置し、さまざまな取組みを行ってきま
した。
　製造実力の点検は、現象的なものからその背景や根
源的なものまで、製鉄所はじめ各部門・各層のメン
バーがさまざまな問題点を指摘する形で進められ、取
り組むべき重要課題を、人材、設備、マネジメント、グ
ループ会社などのテーマにまとめました。
　そして、同委員会が推進する施策として、右表のと
おり「3つの柱と9つの施策」を定めて、ものづくりの活
性化を推進することを定め、2005年1月以降、順次実行
してきました。

独占禁止法遵守
マニュアル

社内相談・通報窓口の仕組み

※ 1　相談・通報者
●当社社員およびその家族 ●派遣社員 ●請負 ・購買契約先社員 ●グループ会社社員
●その他（匿名も可）
※ 2　コンプライアンス・ホットライン
●通報内容を速やかにコーポレートリスク相談室に連絡 ●ご希望により個人情報を消去
※ 3　コーポレートリスク相談室
● eメール、郵送、電話の他にFAXでも受付 ●相談 ・通報は、相談員が直ちに対応

（2008 年 7 月より新運営体制に移行）

社内相談・通報窓口の設置

　当社では、法令遵守を促進・徹底するための社内相
談・通報窓口として、「コーポレートリスク相談室」「コ
ンプライアンス・ホットライン」を設置しています。相
談・通報窓口では、従業員が安心して利用できるように、
用紙の社内共有スペースなどへの常備、女性相談役の

施策を展開するとともに、成長戦略への対応を念頭に置
いて、次世代戦力確保のための施策強化に取り組んでい
ます。
　当社は、採用活動の中で、インターンシップの充実を
図っており、技術系を対象として従来から行われてきた
2〜 3週間の長期受け入れに加えて、事務・技術系を対
象にワンデーインターンシップを導入しています。また、
現場第一線の管理者・リーダーである係長については、
増配置を図るとともに、長期的な育成プログラムによる
戦力強化を図っています。
　そのほか、各部・工場単位での個別ニーズに基づいて
研修カリキュラムをカスタマイズし、幅広い育成プログ
ラムの整備を行っており、グループ会社を含めた新日鉄
グループ全体の人材育成に向けて、グループ一体となっ
た取組みを行っています。

ものづくり活性化

　当社は、各製鉄所から集まったコアメンバーと本社事
務局からなる「ものづくり活性化分科会」において、現場
を基軸とした仕事のやり方を通じて全社の総合力を発
揮していくための仕組みづくりを目指し、さまざまな施
策の検討・実行を支援してきました。
　まず、現場の「操業実力」として重要な情報である「安
全・環境・防災」「品質」「生産」の各分野について、現場
実態の見える化・見せる化を進め、全国10ヵ所の製鉄所
間での情報共有化を行う仕組みを構築しました。
　つぎに、本社・製鉄所での業務効率化について各層で
無駄な業務の洗い出し・改善を行うとともに、計画的・
効率的な設備保全体制を構築し、グループ会社を含めた
部門・分野別課題解決の横展開や、専門分野における全
社共通部門の強化・連携を推進し、グループ一体となっ
た現場交流を行っています。
　また、研究開発について、技術開発本部からの情報発
信を充実させるとともに、要素技術にかかわる定期的な
技術交流会などを通して対話の機会を増やし、シーズと
ニーズの融合を促進しています。
　この「ものづくり活性化」活動を現場レベルで継続・
定着させるための施策として、2005年から「ものづくり
現場力向上JK※1大会」を開催し、技能伝承と現場でのモ
チベーション向上を目的に「技能トライアスロン大会」を
開催しています。
　当社は、活き活きと仕事に取り組める明るく楽しい現
場、風通しのいい職場環境づくりに不可欠な「6S※2活動」
も推進中です。今後、長期的視野から、目指すべき工場・
ラインのビジョンを明確化した上で、ものづくり活性化
活動の中で推進していきます。
※ 1　JK
自主管理活動の略。社員の自己実現、技術伝承を図ることを狙いとした
小集団単位の自発的改善活動。
※ 2　6S
整理、整頓、清掃、清潔、しつけ、作法の頭文字をとったもの。

製造実力向上委員会の体制図
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社員行動指針の策定・浸透
施策1 新日鉄グループ企業理念に則った行動指針の

明確化と浸透

人材総合力の強化
施策2 トータル戦力の配置・活用
施策3 現場第一線の管理者・リーダーである係長戦

力の強化
施策4 上司-部下間の対話を通じた業務運営と育成
施策5 育成体系や研修制度の充実・強化

ものづくり活性化
施策6 操業実績など現場実態の見える化・

見せる化推進
施策7 製造実力の向上に資する現場基軸での業務改善
施策8 全社の総合力を活用した課題解決
施策9 活動を活性化させる仕組みづくり

製造実力向上に向けた施策 

企業理念に則った行動指針の明確化と浸透

　当社では、ものづくりの会社として共有すべき誇りや
価値観を再認識するため、2005年1月、新日鉄グループの
企業理念と行動指針を策定しました。以降、社内報やイ
ントラネットへの掲載、カードの配布、さらに各職場でも
社員の目に入りやすい場所でのポスター掲示などを通じ

て、全社への浸透を図っています。
　また、行動指針に基づく具体的な
業務目標を上司-部下間の対話や各
研修に取り込むなど、日常業務や人
材育成の場で社員のDNAとしての
定着を目指しています。

人材総合力の強化

　当社は、大規模な世代交代を背景
に、入社からシニア世代まで一貫し
て活躍できることを前提とした人事

配置、グループ各社や取引先などからの相談への対応
にも取り組んでいます。
　また、社内報やポータルサイトなどを通じて、その意
義や利用方法の周知徹底を図っています。

連絡調査・回答
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相談・通報者※1

相談・通報 通報
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地球温暖化
対策の推進

2-1環境経営計画

Environmental Report

中期環境防災経営計画 重点目標 2008年度の活動実績 評価 頁

地
球
温
暖
化

対
策
の
推
進

省エネルギー技術開発による
自主行動計画の推進

エネルギー起因のCO２削減のため、
エネルギー消費量を、2010年までに
1990年対比10％削減目標

●自主行動計画に沿って省エネを推進中。2008年度は、
省エネ努力に加えて下期からの生産量減のため1990
年対比15.1％削減を達成

◎ 30

CO２削減プロジェクトを通じた
国際貢献

京都メカニズムであるCDM、JI案件
の発掘

●国連登録済みフロン削減CDMプロジェクトから順調に
排出権獲得

●その他、CDQCDMプロジェクトを4件推進中

◎

△

30

30,33

循
環
型
社
会
構
築
へ
の
参
画

社内ゼロエミッションの推進

◦副産物の最終処分量を2010年ま
でに50％削減（1997年を基準に、
当社実績65万トン/年から30万
トン/年へ半減とする）

◦発生物抑制、鉄鋼スラグ・ダスト
の有効利用

●2008年度は、発生副産物1,731万トン中98％のリサ
イクルを行い、最終処分量は29万トン/年（対97年
比55%減、対前年18％減）

◎ 34

社会や他産業で発生する
副産物等の再資源化

◦リサイクルとCO２削減の観点か
ら、廃プラスチックの有効利用
推進

◦廃タイヤのリサイクル事業強化

●2008年度は、約16万トンの廃プラスチックを再資源化
●2008年度は広畑で廃タイヤを約8万2千トン再資源化

○
○

14,15
15

環
境
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

・環境負荷低減対策の一層の推進
・グローバルスタンダード化する
新たな環境規制への対応

ベンゼン：2003年度で終了した国の
自主管理計画後の自主的削減  ●排出量は対前年比13％減少し、管理目標を達成 ◎ 37

ダイオキシン：日本鉄鋼連盟のガ
イドラインに基づく自主的削減

●排出量は対前年比48％増だが、管理目標は達成
●日本鉄鋼連盟のガイドラインをクリア

○
○

37
37

PRTR法に基づく特定化学物質管
理の促進

●PRTR法に基づく届け出対象物質は34物質
●排出量は大気へ376トン/年、公共用水へ28トン/年、

移動量は566トン/年
●2008年度には、VOC排出を基準年（2000年）に比べ

21％削減

◎

◎

○

37

37

37

環
境
・
防
災
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
の
推
進

環境経営実現のための
環境・防災マネジメント体制の
推進

環境管理システムの維持継続 ●社内環境防災監査の実施（名古屋、大分、東京） ○ 39

環境と防災を統合したマネジメント
システムの円滑な実施

●全箇所で環境と防災を統合したマネジメントシステ
ムを推進し、監査を実施 ○ 39

◦ISO14001の認証更新
◦グループ会社と連携した環境マ

ネジメント

●大分・室蘭･堺・釜石製鉄所が認証更新
●関係会社である小松シヤリング（株）、新日鉄マテリ

アルズ（株）等がISO14001を新規認証取得
●5月、11月と2回、関係会社環境会議を実施し内部統

制、リスク管理等を検討

○

○

○

39

WEB

39

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
提
供

LCAの観点も踏まえた
エコプロダクツＲの開発

地球温暖化対策、循環型社会構築、
環境リスクマネジメントの視点から
のエコプロダクツＲの商品開発と提供

●省エネルギー・CO２削減に貢献する高張力鋼板（ハ
イテン）、高強度ラインパイプ、電磁鋼板等高機能鋼
材等の順調な提供拡大

●長寿命化に対応した高耐食性鋼板、高耐食ボイラー
用鋼管

●化学物質管理・環境保全・資源保全に配慮した、鉛
やクロメートを使わない鋼材、脆性破壊しにくい船
舶用鋼材等の開発・提供

○

○

○

16

WEB

WEB

各
事
業
セ
ク
タ
ー
毎
に
社
業
を
通
じ
た
環
境

貢
献

エンジニアリング事業

◦製鉄プラント技術を活かした貢献 
◦廃棄物処理、バイオ技術の開発・
　推進 
◦土壌・地下水浄化システムの推進

●岩手県でごみの直接溶融・資源化システムを受注
●中国でCDQ設備を順調に受注・建設
●食品廃棄物から製造したバイオエタノールガソリン

の利用試験開始

○

○

◎

18,19

18,19

18,19

都市開発事業 環境にやさしい都市開発の推進 ●首都圏において芝浦アイランド、芝浦ルネサイトを竣工 ◎ 20

化学事業 環境負荷を低減する材料の提供 ●消費電力を大幅に削減する有機EL材料の適用用途が拡大 ◎ 20

システム
ソリューション
事業

社会での環境負荷を低減するソリュ
ーションの提供

●生産・物流・販売の最適化を狙いとするSCM
●ＩＴコスト・ＩＴリソースを削減するクラウド・コン

ピューティングサービス

○

◎

21

21

新素材事業 自然エネルギーに役立つ素材の提供 ●太陽電池向け多結晶シリコンの事業本格化 ○ 21

環
境
リ
レ
ー
シ

ョ
ン
ズ
の
推
進

国際社会・地域社会との
さまざまな環境
コミュニケーション
の積極的な展開

あらゆるステークホルダーとともに
共生するための積極的な環境コミュ
ニケーション

●各製鉄所ごとの幅広い地域の環境活動 
●大分市、川崎市の中学校での環境学習の実施 
●国際協力事業団（JICA）研修生（5ヵ国）の受入れ 
●エコプロ展での規模を拡大した総合出展が好評

○
○
○
◎

44

〜

51

［評価］◎：超過達成　○：概ね達成　△：未達成

循環型社会
構築への参画

環境
リレーションズの

推進

新日鉄は、エネルギー使用量が日本全体の約3%を占めるなど、事業活動の環境におよぼす影響が大きい企業です。
そのため、グループ会社全体を挙げた総合的な「環境経営」を企業の使命と考えています。
原料・資材の購入、製造・技術開発、製品の輸送・使用・リサイクル、
廃棄に至るすべての段階にわたって、環境負荷低減に向けた経営を目指しています。

環境報告2 2-2 2008年度の目標と実績

環境基本方針（2000年度改訂版）

中期環境
防災経営計画

2006〜2009年度

　「環境保全」を経営の根幹と認識
し、社をあげた取組みの成果を踏まえ、
地球規模の温暖化問題、循環型社会
形成に向けた廃棄物削減・リサイクル、
新たな環境負荷物質への対応などの
幅広い課題に積極的に取り組んでいく。
　また生態系との調和、生活環境の
維持・改善、地球的規模の環境保全と
いう視点も踏まえた事業活動を行い、
環境保全型社会の構築に貢献していく。

「環境保全型社会の
構築」への貢献1 事業活動の全段階に

おける環境負荷低減
　原材料・資機材の入手から製造・技
術開発および製品の輸送・使用・廃棄
まですべての段階において、需要家
や他産業と連携・協力し、自主的な取
組みを中心に据えて、環境負荷の低
減に向けた事業活動を推進していく。
　また、製品・エンジニアリングを通
じて社会における環境負荷の改善に
努めるとともに、社員一人ひとりが、
環境問題の重要性を認識し、豊かな
環境づくりや地域づくりに積極的に
参加していく。

2 国際的視野に立った
地球規模の
環境保全への取組

　新日鉄は、製鉄所建設をはじめと
する、これまで培った国際技術協力の
経験を活用して、環境保全・省エネル
ギー・省資源に資する技術を海外に移
転し、「地球規模の環境保全」に貢献し
ていく。

3

2.環境報告

　新日鉄は、会社発足以来、経営全体の問題として
環境対策に総合的に取り組んできました。1970年に
公害防止対策委員会を設置し、発生源対策をはじめ
とする環境負荷の少ない生産体制を追求してきてい
ます。現在は、環境基本方針のもと事業計画と連動

して3年間でPDCAをまわす体制を構築し、環境保
全に取り組んでいます。2006年度から3年間の中期
環境防災経営計画は事業計画を受けて2009年度
も引き続き継続して実行しています。なお、2009年
度中に新中期環境経営計画を策定する予定です。

　地球温暖化対策としての省エネルギー・CO₂削減につ
いては、これまでの省エネ努力に加えて、下期以降の生産
量減少により、削減目標を達成しました。また、環境・省エ
ネ技術の移転促進に関する国際的な枠組みの構築、環境
リスクマネジメント、グループ会社各セグメントの環境関

連事業などが進展しました。今後の課題として、循環型社
会構築の面では最終処分量の削減や副産物のリサイクル、
環境防災マネジメントの観点からは化学物質管理、またＬ
ＣＡの観点も踏まえたエコプロダクツ®の商品開発と提供
などにさらに力を入れたいと考えます。

環境・
エネルギー
ソリューション
の提供

環境・防災
マネジメント
システム
の推進

環境リスク
マネジメント
の推進



年度

OUTPUT

鉄鉱石
石灰石

原料炭

焼結施設

熱風炉

高炉スラグ

高炉ガス

空気

転炉ガス

連続鋳造
設備

加熱炉

社内発生
スクラップ

300万㌧

セメント原料
他産業

電気炉

製
鋼
ス
ラ
グ

転炉

高炉
コークス炉

資源･エネルギー投入量

鉄鋼製品
粗鋼

排出量

資源リサイクル率

コークス炉ガス

冷却による
蒸発

用水

2,900万㌧

購入スクラップ

出典：環境省  平成21年度版環境白書
経済産業省  鉄鋼統計月報

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」
（社）日本鉄鋼連盟

日本の総物質投入量に占める
新日鉄の割合（2006年度）

日本の一次エネルギー総供給量に
占める新日鉄の割合（2007年度）

鉄鋼業
22%

（内）新日鉄 5%

総物質
投入量

（18.2億t）

※4

※4：自然界からの資源採取を含む
社会経済活動に必要な資源量。

（内）新日鉄 3%

鉄鋼業
11%

PJ＝1015J

一次
エネルギー
総供給量

（22,813PJ）

出典：環境省  平成20年度版環境白書

産業廃棄物の最終処分量に
占める新日鉄の比率（2006年度）

※3：推計値。

鉄鋼業
5% ※3

（内）新日鉄 1.3%

最終処分量
（2,180万t）

出典：環境省  平成 20年度版環境白書
1990

97%

38%

2008年度

98%

1995

98%

37%

2000

99%

51%

新日鉄での
資源リサイクル率

全産業界での
産業廃棄物の
リサイクル率

45% 2006

副産物

1,731万㌧

水の循環率

90%

85%

排熱および
副生ガス回収による

電力※2

90%

原料

鉄鉱石

石　炭

他産業で
発生する
副産物等

4,515万㌧

2,195万㌧

廃プラスチック16万㌧
廃タイヤ8万㌧

※数値は新日鉄単独
（2008年度実績）

副生ガス活用

100%

副生ガス

熱間圧廷･
冷間圧廷

INPUT

焼鈍炉

エネルギー･リサイクル

約85%
排熱および副生ガス
回収による発電

資源リサイクル

約98%
再資源化率

社内利用

30%

廃棄物

2%

68%

外販・
委託リサイクル

例　鉄鋼スラグ　1,215万㌧
　  石炭灰  35万㌧

副産物

副
産
物

副生ガス

副生ガス

副生ガス
751ha
45.6km

境界保全林

緑地面積燃　料

電　力

工場用水

石油系燃料53万kl

購入電力22.8億kWh

補給水5.5億m3

エネルギー

排熱回収
による蒸気

最終処分量
29万㌧

28 29

2-3エネルギーと
資源の循環・
環境側面
　新日鉄は海外で採掘された鉄鉱
石、鉄鉱石を還元するための石炭、
社会から発生したスクラップを主な
原料として鉄鋼製品を生産しています。
　石炭を乾留してコークスを製造す
る際に発生するコークス炉ガスおよ
び高炉から発生する高炉ガスなどの
副生ガスを、鋼材の加熱用の燃料ガ
スや製鉄所構内にある発電所のエ
ネルギー源として、100%有効に活
用しています。
　さらに排熱回収による発電を実施
することで、製鉄所全体のエネルギ
ー効率は60%にもおよびます。
　また、水資源については、製品や
製造設備の冷却や洗浄に使用する
水を、90%以上循環使用しています。
　一方、鉄1トンを生産すると約
600キログラムの副産物が発生しま
すが、鉄鋼スラグ、ダスト、スラッジは
社内で原料として再利用したり、セ
メント原料や路盤材など社会や他
産業で有効に活用されています。こ
れらの努力により、98%におよぶ高
いリサイクル率を達成しています。
　また、高温、高圧を有する製鉄プ
ロセスを活用して、社会や他産業で
発生するさまざまな副産物のリサイク
ルにも取り組んでおり、近年では、廃
プラスチックや廃タイヤなどを積極
的に再資源化しています。

※2　排熱および副生ガス回収による電力
高炉、コークス炉、転炉などで発生する高温の排熱
および副生ガスを回収し、電力として有効利用して
います。製鉄所内の設備で、総使用電力の85%を発
電し、残りの15％は外部から購入しています。

RHF※1は社内副産物を再資源化します

※1　RHF
（Rotary Hearth Furnace:
回転炉床式還元炉）
製鉄プロセスで発生するダスト
やスラッジなどの酸化鉄を多く
含む副産物に、石炭などの還元
材を混合し、高温で連続処理す
ることで、鉄・亜鉛などを回収し、
再資源化する設備。

CDQは排熱を
回収して発電します
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　新日鉄は、第一次石油危機以降、1990年頃までに工
程連続化・排エネルギー回収などを徹底して推進し、
20％を超える大幅な省エネルギーを達成しました。引
き続き当社をはじめとする日本鉄鋼業は、2010年度に
おいて1990年度対比エネルギー消費量10％削減を掲
げて自主行動計画を策定し、目標達成に向けた取組みを
進めています。

省エネルギー対策

　最も効果的な温暖化対策は省エネルギーであることか
ら、当社では、副生ガス・排熱の回収による発電等製鉄
プロセス発生エネルギーの有効利用や廃プラスチック・
廃タイヤの活用など、エネルギー効率の向上に取り組ん
でいます。このような努力の結果、2008年度の新日鉄グ
ループ（新日鉄および関連電炉会社等※1）のエネルギー消費実
績は749PJで、環境対策や高級鋼化などのエネルギー増
加要因があるなかで､粗鋼生産量が7.2％減少したことも
あって1990年度比で14.2％削減（粗鋼1トンあたりのエネル

ギー消費量では7.6％削減）を達成しました。

CO2の排出削減

　また、2008年度の新日鉄グループのCO2排出量はお
よそ64百万トンで、1990年度比15.1％の削減となりまし
た（粗鋼1トン当たりのCO2排出量では8.6％削減）。　
　一方、生産における省エネルギーだけでなく、自主行
動計画を達成するべく、今後の生産量の変動など不確定
要因への対応を考慮して、省エネルギー技術移転やフロ
ン破壊のCDMプロジェクトにより、CO2換算で年間約
200万トンの排出権の購入を手当てしています。

2.環境報告

新日鉄のモーダルシフト化率は約97%
［国土交通省の定義による輸送量ベース（2008年）］

全産業（産業基礎物質以外）のデータは
（社）日本物流団体連合会「数字で見る物流2008」より

新日鉄 全産業

トラック

船舶・鉄道

トラック

60%97.4%

40%2.6%

船舶・鉄道

新日鉄のモーダルシフト （単位：%）

2008年度の物流部門トンキロ実績
輸送量：万トン／年 億トンキロ／年

船 1,688 （59.5%） 93.3（89.9%）

鉄道 7 （0.2%） 0.3  （0.3%）

トラック・トレーラー 1,144 （40.3%） 10.2　（9.8%）

合計 2,839 （100%） 103.8（100%）

Message from Stakeholders

ブ ラジ ル〜日 本 間 の
鉄 鉱 石 輸 送 の 効 率 化 に 貢 献
　（株）商船三井は、2007年12月竣工の
“BRASIL MARU ”、2008年8月竣工の
“TUBARAO MARU”の2隻の超大型鉄鉱
石専用船を運航し、新日鉄向けのブラジル
～日本間鉄鉱石輸送に従事しています。
　両船は載貨重量32万トンという超大型
船型メリット､並びに推進効率の高いプロ
ペラなどの省エネ設計により､鉄鉱石輸送
時のCO2排出量を従来型に比し1トンあた
り約20％削減しました。この輸送モードの
効率化と環境保全に配慮した造船技術の
革新性が評価され､“BRASIL MARU”は
(社)日本船舶海洋工学会の「シップオブザ
イヤー 2007」に選ばれています。
　このような船型の大型化や推進性能の
改善が､輸送需要の世界的増加に応える
海運業界の社会的責務と､地球温暖化防
止とを両立する上で､有効であると考えて
います。

渡辺 勲さん

（株）商船三井
鉄鋼原料船部　
鉄鋼原料第一グループ

地球温暖化対策の推進
新日鉄は、現在、世界最高水準のエネルギー効率で
鉄鋼製品を製造していますが、一層の効率改善を目指しています。
また、高機能鋼材の供給や社会との連携によるCO2排出抑制、
民生・運輸部門の効率化にも取り組んでいます。
さらに省エネルギー技術移転や、技術開発による
地球規模でのCO2削減を推進しています。

Environmental Report

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

グ
ロ
ス
消
費

ネ
ッ
ト
消
費

回
収

1973 1980 1990 2000 2010（年）

70年代 80年代 90年代 2000年代

排エネ回収発電等
廃プラ等

工程連続化等 高付加価値化・環境対策等

工程連続化／工程省略（CC、CAPL等）

大型排熱回収設備の導入（TRT、CDQ等）

副生ガス回収強化→脱石油 非微粘炭比率拡大（PCI、石炭調湿）

資源リサイクル（廃プラ、廃タイヤ等）

排熱回収増強・設備効率化

増エネルギー（高級鋼化、環境対策等）

省エネルギーの取組みの推移

2-4

目標
△10%

△10.5%△9.4%△9.3%△6.3%△14.2%

1990 2004 2005 2006 2007 2008
（年度）

［基準］

900

850

800

0

873

781 791

749

792

818

エネルギー消費量の推移 （単位：PJ ／年）

※PJはペタジュール（10１５ジュール）。1calは約4.19J。1PJは
原油約2.58キロリットル。

75

70

65

1990

目標
△9%

△10.6% △15.1%△9.1%74.8

2004

66.9
68.0 67.5

69.8

63.5

2005

△9.8%

2006

3,548 3,483 3,593 3,663

△6.8%

2007 2008
（年度）

3,817 3,294
粗鋼生産量（万トン／年）

［基準］

CO₂排出量の推移 （単位：百万トン／年）

※「エネルギー消費量の推移」及び「CO2排出量の推移」の数値は、新日鉄及び関連電
気炉会社等並びにオンサイトエネルギー供給会社（共同火力3社＜君津、戸畑、大分＞、
サンソセンター 2社＜名古屋、大分＞の新日鉄引き取り分）の合計。

　地球温暖化対策のなかで、産業部門におけるCO2排
出削減とともに、運輸部門での削減が課題となっていま
す。新日鉄は、製造工程における排出削減に取り組むと
ともに、サプライチェーンにおける運輸部門において、
物流効率化対策や軽量化による燃費向上対策を通じて
CO2削減に取り組んでいます。

総合的な取組み

　新日鉄は、2008年度に鉄鉱石・原料炭を月間約810
万トン輸入するとともに、国内・輸出を含め月間約240
万トンの鉄鋼製品をお客様にお届けいたしました。それ
に要した半製品・製品系の輸送トンキロ※2は、月間約9
億トンキロに達しましたが、そのなかで当社は長年培っ
てきた物流効率化施策（輸送効率の向上、燃費改善など）によ
り地球温暖化対策に取り組んでいます。
　輸送効率の向上では、海上輸送を着実に拡大しモーダ
ルシフト化率※3が97.4%と、2004年から3.4%改善しま
した。また、船舶の大型化では、D船型のB船型化(700t船

→1,500t船)を進めています。
　燃費向上では、陸上輸送におけるエコドライブ・デジ
タルタコメーター導入などのソフト施策に加え、省エネ
タイヤ・軽量車両導入などのハード施策の鉄鋼物流へ
の適用に取り組んでいます。
　新日鉄は、これら施策の積極的な導入を図るとともに、
新たなCO2削減施策についても、各分野の専門メーカー
と綿密に連携して、研究・開発・実証テストを実行し、
さらなる環境改善も推進しています。近年では、梱包用
資材の削減を目指して無梱包出荷を推進し、製鉄所内で
の無梱包製品を保管するための専用倉庫設置、出荷・輸
送時の品質保証体制強化などにより月間約7万トンを無
梱包で出荷し、廃棄物の低減に大きく貢献しています。
※ 2　トンキロ
1 回の輸送機会毎の積載数量×輸送距離の合計。
※ 3　モーダルシフト化率
モーダルシフトとは、トラックから鉄道、船に輸送手段を替えること。モーダ
ルシフト化率とは、輸送距離が 500km 以上あって、鉄道または海運（フェリー
を含む）により運ばれている輸送量の割合（国土交通省の定義）。

生産工程での省エネルギーと
CO2削減の取組み

製造
部門

※ 1　関連電炉会社等
大阪製鐵、合同製鐵、新日鐵住金ステンレス、中山製鋼所、日本コークス、
共同火力 3 社（君津、戸畑、大分）、サンソセンター 2 社（名古屋、大分）。

物流における取組み運輸
部門

BRASIL MARU

『製鉄所における省エネルギー技術の例』

『物流部門の CO2 排出量削減に向けての改善項目』

URL

URL
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　新日鉄は、製造工程におけるCO2の排出削減に全力を
挙げて取り組むとともに、オフィスでの省エネ活動の一
環として、昼休みの消灯や、夏季の軽装ならびに空調の

「プラス1度」運転を実施しています。さらには、従業員
の家庭における省エネ意識の向上と、実際の排出削減を
狙い、全社レベルで環境家計簿を推進しているところです。

従業員が毎月のエネルギー実績を入力

　2008年3月に改定された国の京都議定書目標達成計
画では、家庭部門のCO2排出量の大幅な増大が国全体の
排出増の一因とされ、各企業に対しても家庭における取
組みの強化が求められています。
　当社では社内システムを構築し、2008年7月より、本
社、支店、各製鉄所において会社のパソコン画面から毎
月のエネルギー実績を入力することにしています。役員
をはじめ全国で5,000人を超える社員が、毎月、電気、ガ
ス（都市ガス、プロパン）、灯油、ガソリン、軽油についての
使用量を入力しており、月次で、勤務地区別、戸建・集合
住宅別に、エネルギー種別と同居人数別にCO2排出量に
換算したデータを把握しています。
　詳細な分析はこれからですが、暖房使用量の増大によ
り、室蘭、釜石など北海道・東北地方の冬季のCO2排出
量が顕著に増加すること、公共交通機関の事情の違いに
より、製鉄所地区でのガソリン・軽油の使用によるCO2

排出量は、多いところでは、本社地区での2～ 4倍に達す
ることなど、いろいろなことが分かってきました。

　新日鉄は、世界最高水準のエネルギー効率のさらな
る向上を目指して、現行プロセスにおける省エネルギー
技術開発による CO2の削減に取り組むとともに、抜本
的に CO2を削減するための「革新的な製鉄プロセス」
の実現に挑んでいます。  ➡ 特集 P12 〜 13

次世代コークス製造技術（「SCOPE21」）を
導入したコークス炉の竣工

　2008年5月、世界初となる次世代コークス製造技術
「SCOPE21」の成果を最大限に取り入れた実機第1号プ
ラントである大分製鉄所第5コークス炉が竣工しました。
従来型コークス炉に対し、原油換算で約10万kl/年、CO2

換算で約40万t/年の削減効果が見込まれています。
　「SCOPE21」は、資源・エネルギー問題への対応力強
化などを目的に、経済産業省所轄の国家プロジェクトと
して開発された技術で、コークス製造時間の短縮、コー
クスの品質向上など、さまざまな革新的技術が盛り込ま
れており、低品位原料炭の利用拡大や大幅な省エネル
ギー効果などが期待されています。

コークス炉炭化室診断・補修技術

　新日鉄は「コークス炉炭化室診断・補修技術（DOC:

Doctor of Coke Oven）」の開発で、第55回（2008年度）大河
内記念生産賞※4を受賞しました。1,000℃を超す高温
かつ非常に狭いコークス炉の内部の損傷診断と補修を、
自動的に、高精度かつ効果的に短時間で行うことので
きる技術をシステムとして確立したことが高く評価さ
れました。
　2009年度中に全コークス炉への配備完了を予定し
ていますが、DOC実機展開によってコークス炉寿命の
大幅な延長を実現し、操業安定化を図るとともに、新
日鉄の全コークス炉で年間100万トン規模に相当する
CO2排出増加を抑制する効果が見込まれています。
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Message from Stakeholders

電 気 を 節 約し、家 庭 で できる
温 暖 化 防 止 を 進 め て い き た い

松岡 裕子さん

業務プロセス
改革推進部

　毎月の環境家計簿のインプットは、自
宅がオール電化マンションであり、電気
使用量のみと、とても手軽だったので、
同時にエクセルシートへも記録してい
ました。結果は、真冬の1月・2月が使
用量最多で、真夏の8月と12月・3月が
次に続きました。
　日頃から、できるだけ冷・暖房空調機
より扇風機・小型ストーブを利用して
いますが、これからは特に、寒くなる季
節の家での過ごし方を工夫して、電気を
節約し、家庭でできる温暖化防止を進め
ていきたいと思います。

　新日鉄は、日本の優れた省エネ技術の海外への技術移
転が世界的なCO2削減に最も効果的であるという認識
の下、世界鉄鋼協会やアジア・太平洋パートナーシップ
(APP)などの多国間、日中・日韓の二国間などさまざまな
形で世界的な省エネルギー・環境対策の取組みに積極
的に参加しています。　➡ 特集P9～ 11

CDMプロジェクトの推進

　新日鉄は、中国や韓国においてCO2削減につながる省
エネルギー設備などを活用したCDM（発展途上国でCO2削

減プロジェクトを進め、これによる削減分を排出権として獲得で

きる措置）プロジェクトに積極的に取り組んでいます。
　中国では、新日鉄エンジニアリング(NSE)が設備を供
給したフロン分解のCDMプロジェクトを三菱商事（株）
と共同で進め、CO2換算で年間約1千万トンの排出削減
を行っています。当社はこのうち年間約2百万トンを排
出権として購入いたします。この他、NSEが受注したコー
クス炉の省エネ設備であるCDQ（コークス炉から排出され

たコークスの熱を蒸気や電気に変える設備）や韓国でのダスト
リサイクル設備に関してもCDMプロジェクトを推進し
ています。

日本鉄鋼業の環境・省エネルギー国際協力

　新日鉄をはじめとした日本鉄鋼業は、世界的な同業種
における省エネルギーの取組みであるグローバル・セク
トラル・アプローチに積極的に参画しています。
　日中間では2005年以降毎年、「日中鉄鋼業環境保全・
省エネルギー先進技術交流会」を開催し、省エネルギー
や環境保全に関して、日中の専門家による技術交流を行
い、中国鉄鋼業の技術力向上に貢献しています。
　APPの鉄鋼タスクフォースでは、日・米・加・中・
韓・印・豪の7カ国で省エネ環境技術の移転・普及の取
り組みを行っています。2009年2月には当社を含む日本
鉄鋼業の調査団がインドの2製鉄所を訪れ、多くのCO2

削減ポテンシャルがあることを見出しました。
　また、世界鉄鋼協会は、2007年12月、鉄鋼業のグロー
バル・セクトラル・アプローチに関するポジション・

※ 4　大河内記念生産賞
東京帝国大学教授で物理学者の故・大河内正敏博士の功績を記念し、日本の生
産工学、生産技術の研究開発および高度生産方式の実施などの顕著な功績に対
し、（財）大河内記念会が贈呈する栄誉ある賞。

インドの製鉄所診断日中鉄鋼業環境保全・
省エネルギー先進技術交流会

オフィス・
家庭における取組み

民生
部門

地球温暖化防止に向けての
研究開発

技術
開発

世界規模で進める
技術協力・技術移転
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2.環境報告
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APP鉄鋼タスクフォースによる削減ポテンシャル

ペーパー「鉄鋼業のCO2排出削減に対するグローバルア
プローチ」を発表しました。この考え方は、「主要排出国
がすべて参加し、世界全体の排出削減につながること」
の実現の観点から、最も公平かつ合理的で実効性のある
枠組みです。
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省エネルギー対策
　鉄の製造時には、鉄鉱石に含まれる鉄以外の成分・石
炭の灰分などが溶解し、鉄と分離された鉄鋼スラグ※1、
集塵機に回収される煤塵や水処理設備での沈殿物など、
鉄を1トンつくるのに600キログラムを超える副産物が
発生します。当社では2008年度にスクラップを除く1,731
万トンの副産物が発生しました。また、2008年度の最終
処分量は、リサイクルを推進したため29万トンと対前年
度比18％の減（基準年1997年度比55％減）となりました。

鉄鋼スラグのリサイクル

　副産物の大半を占める鉄鋼スラグは、石灰（CaO）とシ
リカ（SiO₂）が主成分で、省資源・省エネルギーの観点か
ら、セメント原料用、地盤改良用、路盤材用など、ほぼ全
量が活用されています。高炉スラグは約6割がセメント
用に使用され、製鋼スラグは路盤材や土木工事用資材と
して利用されています。
　高炉スラグを微粉砕し普通ポルトランドセメント※2と
混合したものは「高炉セメント」と呼ばれ、セメント製造
時のCO2排出量を約40％削減できます。長期強度に優れ、
温度ひび割れ対策にも有効で、塩害やアルカリ骨材反応※3

に優れた耐久力があります。「高炉セメント」はエコマー

ク商品類型として登録され、また、グリーン購入法の「特
定調達品目※4」に指定され、国土交通省の「建設工事共通
仕様書」にも採用されています。

2.環境報告

循環型社会構築への参画
鉄鋼の製造工程ではさまざまな副産物が発生しますが、
それらを社内外での循環資源として有効活用しています。
新日鉄は、まず、鉄の製造工程を活用することで環境負荷の少ないゼロエミッションを実現し、
他方では、社内発生物の循環利用に限らず、
社会や他産業で発生する副産物の資源化にも積極的に取り組んでいます。

Environmental Report

2-5

最終処分量の推移と今後の目標 （単位：Wet万トン／年）

※なお、2010年度50％削減は国の目標値

ダストおよびスラッジのリサイクル
　当社では、製鉄所内で発生したダストおよびスラッジ※5

をペレット（粒状物）に成形し、原料として再利用すること
を目的に、2000年より君津、広畑、光（現在は新日鐵住金ス
テンレス（株）に移管）の各製鉄所に回転炉床式還元炉（RHF
設備）を導入しました。2008年3月に君津に3号機を導入
し、2008年末には広畑でも3号機が稼働し、これにより、
当社の製鉄所で今後発生する鉄ダスト系副産物を全量
再資源化する体制が整いました。また、2009年3月に
RHF設備による金属を含む産業廃棄物の再生利用認定
を取得し、今後は社外のダストを処理できることになり
ました。

社内ゼロエミッションの推進

※ 1　鉄鋼スラグ
金属精錬の際に、溶融した金属から分離されて回収される副産物。道路の路盤
材やセメントの原料などになる。

RHF設備（君津3号機）

『日本の高炉セメント販売量推移』

※ 2　ポルトランドセメント
水硬化性セメント。シリカ、アルミナ、酸化鉄、石灰を含む原料を焼成した
クリンカーに石こうを加え、粉末にしたもの。

※ 3　アルカリ骨材反応
コンクリートにおける劣化現象のひとつで、コンクリートに含まれるアルカリ分が、
骨材（砂利や砂）の成分と反応し、異常膨張やひび割れなどを引き起こすこと。

※ 4　特定調達品目
国、独立行政法人等が率先して調達を推進すべき品目。

※ 5　スラッジ
工場排水や下水処理に伴って回収される泥状の副産物。

社会や他産業との連携による取組み
他産業とのかかわり
　新日鉄は、社会や他産業で発生する副産物を製鉄プロ
セスの原燃料の代替として積極的に利用することにより、
社会全体の天然資源の投入抑制や廃棄物の削減に大き
く貢献しています。具体的には、他産業で発生した鉄の
研削屑を原料として活用したり、製紙産業で発生する
ペーパースラッジ※6やアルミニウム産業で発生するアル
ミドロス※7を製鋼用資材として活用しています。
※ 6　ペーパースラッジ
紙の製造工程から発生する紙繊維などの残さ。

※ 7　アルミドロス　
アルミニウム製造工程で発生する酸化アルミニウムを含む残滓。

産業間連携と地域内連携
　当社は、先進的な技術（高温プロセス技術、還元・酸化反応
技術など）、広大な事業スペース、社外副産物の再資源化
ノウハウなど、資源の有効利用を行うポテンシャルを活

かしながら、循環型社会構築のための産
業間連携（エココンビナート構想）に参画し
ています。さらに、北九州市において、
行政・企業・大学などとともに「北九州
エコ・コンビナート推進協議会」を発足
させ、産業間連携を検討しています。
　また、地域内連携にも力を入れ、北九
州エコタウン内で発生するリサイクル後
の残さと、自動車のシュレッダーダスト
（ASR）※8などの産業廃棄物を適正処理す
るため、ガス化溶融設備と高効率廃棄物

発電設備を組み合わせた複合中核施設（処理能力320トン
／日）を建設し、北九州エコタウン内の立地企業・施設に
電力を供給するとともに、国内で初めてのゼロエミッショ
ン型リサイクル産業団地の実現に貢献しています。
※ 8　シュレッダーダスト
粉砕された自動車や電化製品から鉄などを回収した後、産業廃棄物として
捨てられるプラスチックやガラス、ゴムなどの破片。

副産物発生量と資源化の推移 （2008年度）

●廃ニッケル触媒
●廃エッチング液
●汚泥溶融飛灰
●アルミドロス
●廃ガラス
●廃タイヤ
●廃プラスチック
●鉄スクラップ
●廃スチール缶

●土木建築材料
●セメント原料
●肥料
●地盤改良材
●亜鉛原料
●鉄粉
●磁性材料

他産業・社会

鉄鋼業
生産プロセスの中での

リサイクル

発生物 発生工程
発生量（湿潤重量）

資源化用途
リサイクル率

2007年 2008年 2007年 2008年

高炉スラグ 高炉で溶融された鉄以外
の成分 918万トン 744万トン 高炉セメント、コンクリート、

細骨材、路盤材他  100%  100%

製鋼スラグ 鋼製造時に発生する
鋼以外の成分 548万トン 471万トン 路盤材、土木資材、

肥料他  98%  99%

ダスト 集塵機に捕集された
微粉類 303万トン 245万トン 事業所内原料、

亜鉛精錬用原料  98%  98%

スラッジ 水処理汚泥、メッキ液処理
残さ、道路清掃汚泥 50万トン 32万トン 事業所内原料  70%  66%

石炭灰 石炭焚き発電設備
からの燃え殻 38万トン 35万トン セメント原料  100%  98%

使用済炉材 製鋼設備、炉設備
からの耐火物 22万トン 22万トン 再利用、路盤材等  87%  92%

その他 スケール、その他 196万トン 182万トン 所内利用、その他  94%  98%

　　　　　　　　　合計　 2,075万トン 1,731万トン ※全体リサイクル率98%（2007年度は98%）。
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化学物質の総合的な排出管理

　当社は、PRTR法※1に規定されている354物質につい
て、法施行以前の1999年より（社）日本鉄鋼連盟にて自
主的に整備したマニュアルに則り、排出の抑制と管理の
改善に努めてきました。同様な枠組みで、2004年に新
たに大気汚染防止法に導入された揮発性有機化合物

（VOC）※2 についても、（社）日本鉄鋼連盟全体でマニュア
ルを整備し、基準年の2000年に比べ2010年度に排出量
を30％削減するための自主的な取組みを進めています。
その結果、2008年度には基準年に比べ21％削減しました。
　また、石綿含有製品の代替化促進にも率先して取り組
み、安全な取扱基準に従って、可能な部位から取り替え・
処分を実施しています。

PRTR法に基づく排出管理

　2008年度の当社届出実績は、対象物質が34物質で、
排出量は大気へ376トン、公共用水へ28トン、また製鉄
所外への移動量は、クロムおよび3価クロム化合物、マン
ガンやその化合物などが大半で、計566トンでした。
　化学物質の使用情報は、化学物質を取扱う部署が定期
的にデータを登録し、届出期日の毎年6月末までに集計
しています。集計結果は内部監査により適正であること
を確認し、ホームページを通して情報開示しています。

化学物質の自主的な重点管理

●ベンゼン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン
　大気汚染防止法に定められている有害大気汚染物質
について、取扱量の少ないトリクロロエチレンを除き、年
間取扱量1トン以上の製鉄所で自主的に削減計画を策定
し、実行に取り組んできました。その結果、2003年度に
は3物質ともほぼ目標を達成しましたが、その後も継続
して削減を続けています。

大気リスクマネジメント

　新日鉄では、科学的なシミュレーションに基づいて大
気リスクの解析を行い、SOx（硫黄酸化物）、NOx（窒素酸化

物）、煤じん低減のために、低硫黄燃料の使用、SOx・
NOx排出削減設備、NOx生成の少ないバーナーの採用、
排ガス処理装置などの効果的な設備対策を実施してい
ます。同時に定期的なパトロールや常時モニタリングに
よって、環境への異常な排出がないことを監視していま
す。

水質リスクマネジメント

　当社は全製鉄所で年間約38億トンの淡水を使用して
いますが、その約90％を循環使用し、公共水域への排出
量を最小限に留めることを基本としています｡ また、排
水処理設備の機能維持・改善に努め適切な処理を行な
うとともに、排水のきめ細かな水質点検管理を通じて、
製鉄所周辺の一般公共水域の水質汚濁防止に努めてい
ます｡
　さらに、2005年には水質汚濁防止の重要性に鑑み、社
内にて総点検を行ない､万一トラブルが発生した場合で
も、異常排水を製鉄所外に出さないように、遮断弁、緊急
ピット、検知計設置などのハード対策と、作業標準・手
順書の整備などのソフト対策を実施いたしました｡
　今後も引き続き法・条例・協定を遵守し、グループ会
社を含め、より良い水環境を構築すべく、その対応を推
進していきます。

土壌リスクマネジメント

　当社は土壌・地下水の環境保全において、「土壌汚染
対策法」並びに各自治体の「条例」､「油汚染対策ガイド
ライン」などに準拠し､適切な対応を実施しています｡ ま
た、社内のみならず、グループ会社全体を含めて厳格な
対応を推進することにより、各事業所周辺の土壌・地下
水の環境保全に努めています｡

さらなる防災対策の推進

　2008年7月29日に発生した八幡製鉄所コークス工場
におけるベルトコンベア、コークスガス配管の火災事故
を契機に、全社のワーキンググループを立上げ、八幡製

鉄所での再発防止対策を他の製鉄所に展開しました。
具体的な対策としては、石炭・コークス系ベルトコンベ
アの防災に関する全社ガイドラインを見直し、ソフト・
ハード両面において新たなガイドラインに沿った事故防
止対策を、全社を挙げて推進しています｡
　さらに製造実力の向上、製造基盤整備とあわせ、全社
一丸となって事故の再発防止に取り組んでいます｡

2.環境報告

環境リスクマネジメントの推進
新日鉄では、1970年の会社発足時に公害防止対策委員会を設置し、
環境リスクの低減に率先して取り組んできました。
大気汚染防止法などの法令遵守はもちろん、製鉄所ごとに異なる環境リスクを踏まえ、
各地域の環境保全の継続的な向上を目指して、環境リスクマネジメントを推進しています。
当社は、グループ全体での効果的な環境リスク低減に取り組んでいます。

Environmental Report
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『当社届出全物質一覧』

※ 1　PRTR 法
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律の
略称。
※ 2　揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic Compounds）
2004年の大気汚染防止法の改正で浮遊粒子状物質や光化学オキシダントの原
因となる物質として規制対象となった、大気中に気体で排出される有機化合物。
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粉じん飛散を
防止する環境ネット

（大分製鉄所）

『大気・水質・土壌リスクに関する排出量推移』 『化学物質の自主的な重点管理』

●ダイオキシン
　当社は、ダイオキシンの大気への排出源として、焼結
設備および焼却設備を保有していますが、すべて排出濃
度基準を満たしています。さらに、（社）日本鉄鋼連盟の
ガイドラインに基づく自主的削減にも取り組んだ結果、
2002年度までに絶対量で30％削減という目標を達成し、
2008年度には78％削減と、大幅な削減を達成しました。
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グループ会社

本社（2009年4月現在）

環境経営委員会（2回／年）

経営会議（重要課題の審議）

取締役会（報告）

製鉄所連絡会（4回／年）

環境・防災グループ
リーダー会議
（4回／年）

関係会社環境会議（2回／年）

資源循環・新（省）エネ協議会（2回／年）

製鉄所＋本社

委員長：進藤副社長　構成人数：12名　
構成員：副社長、常務、執行役員、部長

エコタウン
情報連絡会
（4回／年）

技術総括グループ
リーダー会議
（4回／年）

　資源リサイクル部会
　自主行動計画の着実な実行推進
　部会長：大下常務取締役（技術総括担当）
　構成人数：8名　構成員：常務、執行役員、部長

　環境対応素材部会
　エコプロダクツ®の開発・普及
　部会長：宮本営業総括部長
　構成人数：9名　構成員：常務、執行役員、部長

　CO2対策検討TF
　エネルギー効率化（省エネ）およびCO2排出
　抑制の検討・推進
　リーダー：黒木副社長、進藤副社長
　構成人数：15名
　構成員：副社長、常務、執行役員、参与、部長

環
境
部

営
業
部

技
術
総
括
部

製
鉄
所

環境情報基盤（IT技術の活用）

技
術
開
発
本
部

欧州／
アルセロール・
ミッタル

（社）日本
鉄鋼連盟

世界鉄鋼協会韓国／
ポスコ
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環境・防災監査

　当社は、製鉄所長を責任者としてISO14001の国際規
格に基づいた環境保全や防災に取り組んでいます。こ
の取組みは中期環境防災経営計画に基づいて実施し、環
境経営委員会で取組み状況を確認し、必要な対策を講じ
ています。継続して、粉じん対策、排水の緊急遮断対策、
地震対策などを進めています。
　また、製鉄所の取組みは毎年度実績報告され、本社環
境部が実施する環境･防災監査で確認しています。2008
年度は排水口でのpHおよび温度異常などがあり、直ちに
行政の指導のもと対策を実施し、環境・防災監査で実施
状況を確認しています。グループ会社については、コー
ポレート・ガバナンスの取組みのなかで連携して情報
交換や現地確認を実施しています。
　製鉄所のマネジメントシステムについてはISO14001
の国際規格を満足していることを第三者審査で確認し
ています。2008年度は、大分、室蘭、堺、釜石で更新審
査があり、認証され再登録されています。

関係会社環境会議

　新日鉄グループ会社について、環境リスクのある関係
会社を特定して環境会議を開催し、環境関連法令や協定
基準の超過を防止する取組みを中心に情報交換を実施し
ています。2008年度は、地球温暖化対策、地下水汚染防止、
廃棄物管理などについて連携して取り組んでいます。

環境・防災教育

　当社は、コンプライアンス、環境・防災に関する方針、
環境・防災マネジメントシステムを経営の重要な基盤と
位置づけ、新入社員、新任管理者などの各階層に分けて、
事業所ごとに環境・防災教育を実施しています。
　また、ISO14001内部監査員や公害防止管理者、エネ
ルギー管理士などの資格にチャレンジする社員に対する
研修会・勉強会を行うほか、社外セミナーなどへの派遣
を積極的に実施しています。

環境・防災マネジメントシステム

　新日鉄は、年2回の環境経営委員会において中期環境
防災経営計画を推進しています。特に地球温暖化問題
対応については、2008年にCO2削減に関するタスク
フォースを組織して推進しています。グループ会社は、
年2回の関係会社環境会議による情報共有化を中心に、
地下水汚染防止など環境リスクを特定してグループ会
社ごとに取り組む仕組みを構築し、環境保全に取り組ん
でいます。

環境・防災監査の仕組み

事業所 登録日 最新更新日 登録機関 登録番号
名古屋製鉄所 1996.3.6 2008.3.6 日本検査キューエイ（株） E002
君津製鉄所 1998.3.2 2007.3.2 同上 E029
広畑製鉄所 1999.3.5 2008.3.5 同上 E062
八幡製鉄所 1999.3.5 2008.3.5 同上 E063
大分製鉄所 1999.7.22 2008.7.22 同上 E083
室蘭製鉄所 1999.11.25 2008.11.25 同上 E100
鋼管事業部光鋼管部 2003.10.1 2006.10.1 同上 E698
堺製鉄所 2000.1.27 2009.1.27 同上 E114
釜石製鉄所 2000.3.9 2009.3.9 同上 E122
東京製造所 2001.10.11 2007.10.11 同上 E334

当社ISO14001登録状況

環境・防災マネジメントシステムの推進
新日鉄は、1998年に設置した環境経営委員会を中心に関係する
グループ会社を含めて体制を整備し、社内外の監査を組み合わせて
PDCAをまわすマネジメントシステムを構築し、
環境・防災リスクを予知して対応する活動を推進しています。

2-7

内部監査の様子
（君津製鉄所）

内部監査風景
（名古屋製鉄所）

降下煤じん測定設備
（大分製鉄所）

（改善施策）ACTION
月1 〜 2回 経営会議
月1回 製鉄所連絡会
5月・11月 関係会社環境会議
9月・2月 関係会社トップセミナー

（監査）CHECK
年2回 外部監査
2月〜 3月 業務監査
2月・8月 環境経営委員会
5月・11月 関係会社環境会議
9月 環境・社会報告書の発行

（実施）DO
製鉄事業（各製鉄所）、
各事業セグメント毎に実施

（計画）PLAN
2月・8月 環境経営委員会
2月・7月 資源リサイクル部会・
 環境対応素材部会・
 CO₂対策検討TF
3月 計画書の作成

環境・防災マネジメントシステムと年間サイクル

動的な環境・防災
マネジメントの実施

P D C A

『2008年度関係会社環境会議　参加会社一覧』
『関係会社ISO14001登録事例』

2.環境報告

　また、2009年度より、防災について
は製造基盤整備の取組みと一体的に
行う体制として、よりPDCAを効果的
にまわす組織としています。

資源リサイクル部会・

URL
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環境会計の考え方

　新日鉄では、企業活動の指針として活用するため環境
会計を導入し、環境保全にかかるコストと効果を把握し、
2000年度より公表しています。
　鉄鋼業は装置産業であり、集塵機などの環境対策設備
を導入し、また生産設備の高効率化を図ることで、環境
保全と省エネルギーを実現してきました。これらの取組
みを環境対策設備、省エネルギー対策設備の投資額とし
て把握し、環境保全に要する経費を環境保全コストとし
て把握しています。

環境保全コスト

　当社の2008年度の環境保全コストは、設備投資額で
は環境設備投資105億円、省エネルギー設備投資143億
円、リサイクル設備投資78億円となり、また環境保全に

かかる経費で584億円となりました。環境設備投資額は、
設備投資総額の約5%に相当し、経費の内、最大の比率を
占める大気汚染防止コストは年間298億円、水質汚濁防
止コストは99億円となっています。また、環境関連研究
開発費用も38億円となりました。
　環境関連では排水処理対策を強化し、また粉塵防止対
策に投資しました。省エネルギー投資に関しても、高炉
TRT出力向上対策や加熱炉の燃料転換、各種の省電力対
策などに投資し改善を図っています。
　環境保全コストに関しては、特に製鉄所で発生する粉
塵への対応を図った結果、昨年度と同様に大気汚染防止
コストが最大の項目となりました。また、副産物のリサ
イクルを進めた結果、副産物・産業廃棄物処理費用が減
少しています。

項目 定義
2007 2008

設備投資額 経費 設備投資額 経費

環境対策コスト
大気汚染防止 集塵設備運転費、整備費、排ガス脱硫・脱硝処理、 

原料ヤード粉塵対策費用など 125 282 80 298

水質汚濁防止 事業所から外部に排出する排水処理に要する電力費、薬品代、
整備費、作業費（循環使用水の処理にかかる費用は除く）

68 103 26 99

地球温暖化対策
コスト 省エネルギー対策 省エネルギー設備運転費、整備費 66 13 143 22

資源循環コスト
副産物・産業廃棄物処理 副産物・産業廃棄物の埋立、焼却、外部委託処理に要する費用 79 55 78 52

事業系一般廃棄物処理 事業系一般廃棄物の処分費用 − 6 − 5

管理活動コスト

EMS構築、ISO14001
認証取得 環境マネジメントシステムの構築、維持管理に要する費用 − 0.2 − 0.1

環境負荷の監視・測定 大気、水質等、事業所でのモニタリングに要する費用 − 5 − 6

環境対策組織人件費 全社の環境担当専従者の人件費 − 15 − 15

研究開発コスト
エコプロダクツ®開発 環境配慮型鉄鋼製品の研究開発費用（人件費も含む） − 22 − 26

製造段階の環境負荷
低減開発

製造段階における副産物対策、省エネルギー等の開発に要する
費用（人件費も含む）

− 13 − 12

社会活動コスト 緑化、環境団体支援、
広告 事業所での緑地造成、環境広報、展示会への出展等に要する費用 − 17 − 20

その他環境コスト SOx賦課金 公害健康被害補償法に定められた健康被害予防事業への拠出金 − 20 − 29

合計 338 551 327 584

環境保全コスト一覧表（単位：億円）

環境保全効果

　環境保全の効果に関して、事業活動に投入する資源の
削減効果は、たとえばエネルギー消費量の減少に関して
は「地球温暖化対策の推進」のなかで、また水使用量およ
び各種資源の投入量の減少は、それぞれ「水質リスクマ
ネジメント」、「エネルギーと資源の循環・環境側面」で
記載しています。事業活動から排出される環境負荷物
質および廃棄物に関しては、大気関連はSOx、NOx、水
質・土壌関連はCOD、窒素、リンについては個別のパ
フォーマンス指標を使った実績把握で記載し、有害化学
物質ではダイオキシン、ベンゼンなどの削減実績を、廃
棄物については最終処分の削減量を記載しています。
　当社は、省エネルギー、大気環境、水質保全、化学物質
管理、資源循環の各分野に設備の老朽化対策も含め適切
な投資を継続して実施しており、2008年度の環境コスト
の多くは、これまで実施してきた諸対策の維持管理が中
心となっています。
　当社は、今後とも環境会計の精度向上を図り、経営指
標として活用することにより、効果的な設備投資を行う
ことで、さらなる環境保全と省エネルギーに努めていき
ます。
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効果の内容 指標の分類 環境報告書への記載

事業エリア内効果

事業活動に投入する資源に
関する環境保全効果

エネルギー消費量の減少 地球温暖化対策の推進

水使用量と循環量 水質リスクマネジメント

各種資源の投入量の減少 エネルギーと資源の循環・環境側面

事業活動から排出する
環境負荷および廃棄物に
関する環境保全効果 

大気への排出等
環境負荷物質の排出量の減少 大気リスクマネジメント

騒音、振動の減少 リスクコミュニケーション

水域・土壌への排出 環境負荷物質の排出量の減少 水質リスクマネジメント

廃棄物等の排出
廃棄物等の総排出量の減少 社内ゼロエミッションの推進

有害な廃棄物の排出量の減少 化学物資の排出管理

その他の環境保全効果 輸送その他に関する環境保全効果 輸送量の減少・輸送に伴う環境負荷の減少 物流およびオフィス・家庭での取組み

Environmental Report 2.環境報告

環境保全効果一覧表

環境会計

         

※■内の数字は当該年度の投資額。
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世界最深クラスの天然ガス
海底パイプライン用鋼管

「高強度 X70 グレード UO 鋼管」

　当社は、三井物産（株）とともに、
世界最深クラスの海底パイプライ
ン向けに、高強度・深海用途UO鋼
管（大径溶接鋼管）を世界で初めて供
給しています。本パイプラインは
北アフリカ／アルジェリアから、地
中海を横断して南欧スペインへ輸
送する全長226kmのパイプライン
で、ヨーロッパにおける天然ガスの
安定調達とCO2削減に欠かせない

戦略的プロジェクトと位置づけら
れており、深度が最大約2,200m に
も達する超深海部（海底パイプライン
としては世界最深クラス）に、UO 鋼管
が適用されるのは世界初となります。
　今回のパイプラインは、極めて厳
しい敷設環境とな
ることから、水深
2,200m もの超高
水圧に耐えられる
高強度と、海流や
地殻変動等に対し
ても壊れにくい低
温靭性という、相
反する性能を満足

する技術的難度の高い複合特性を
備えた鋼管が必要とされます。今
回の採用は、厳しい環境下での当
社UO 鋼管の品質への信頼性、およ
び卓越した技術先進性が高く評価
されたものと考えています。

環境・エネルギーソリューションの提供
新日鉄は、リサイクル性に優れた高機能鋼材を生産・提供することにより、
省エネルギー、省資源、有害物質フリーなど、社会全体の持続可能な発展に貢献しています。
また、サプライチェーン全体での環境負荷低減を実行しています。
当社は、グループ全体で、環境・エネルギーソリューションを推進しています。

Environmental Report
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原油タンカー用
高耐食性厚鋼板　「NSGP-1」

　当社は、日本郵船（株）とともに、
原油タンカーの貨物タンク底面の

腐食を防ぐ高耐食性厚鋼板を世界
で初めて開発・実用化しました。
この厚鋼板は、油漏れなどの重大
事故につながるおそれのある原油
タンカーの貨物タンク底面の腐食
を防ぐために開発した鋼板で、船舶

の安全性を高め、
地球環境に優し
い鋼板です。従
来の厚鋼板に比
べ約5倍の耐食性
を有しており、腐
食防止のための
塗装を必要とし

ないため、塗料や有機溶剤の使用
が不要となり、より地球環境に優し
い船舶が実現できます。また、無
塗装化により、建造時、およびメン
テナンス作業・修繕時のコストも
大幅に削減可能となります。さらに、
従来は塗装不良や塗装性能の劣化
等で急速に腐食が進展する場合も
ありましたが、この高耐食性厚鋼板
ではそのような塗装の状態に左右
されずに安定的に高耐食性が発揮
されるため、船舶の安全性と信頼
性が飛躍的に向上します。 

日本の鉄鋼循環（2007 年度の例）

　日本には、自動車、機械、建物、橋などとして社会に蓄
積された鉄鋼が約13億1,300万トンあります。この国内
鉄鋼蓄積は、短期間でリサイクルされるスチール缶や、
寿命の長いステンレス製品など、それぞれの耐用年数に
応じて鉄スクラップとして回収され、全量がリサイクル
されています。鉄鉱石を使用する転炉法とスクラップを
使用する電炉法が補完しあうことで、何度でも必要な用
途に生まれ変わる鉄は、無限の資源循環を形成し、環境
負荷を最小にしながら持続可能な社会の発展に寄与し
ています。

LCAを考慮したエコプロダクツ®（環境対応型商品）の製造

　地球温暖化対策を支えるハイブリッド車や省エネ機
器には高張力鋼板や電磁鋼板などの高機能鋼材が不可
欠です。循環型社会の構築には長寿命でリサイクル性
が高い製品が必要です。また、有害物質を含まない製品
に対する要求はますますグローバル化しています。こう
した社会の要請に対応して、新日鉄は世界最高レベルの
技術開発力により、LCAの思想に立脚して、「原料採掘
～輸送～鋼材生産～部品・部材の加工・組立て～お客
様での製品使用～リサイクル」の流れのなかで、最も環
境負荷が小さくなるエコプロダクツ®を提供しています。

『LCAの観点から環境課題に対応したエコプロダクツ®の例』

スクラップ輸出
643万t

高炉スラグ
2,544万t

銑鉄生産（高炉）
8,787万t

鉄源消費
1億4,177万t

国内鉄スクラップ
5,402万t 老廃

スク
ラッ
プ

  
 2
,63
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t

生石灰
石灰石 原料炭

7,899万t
鉄鉱石
1億4,071万t

スクラップ輸入
29万t

自家
発生
スク
ラッ
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1,5
78
万t 加工

スク
ラッ
プ
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電炉
3,096万t

転炉
9,055万t

転炉・電炉スラグ
1,414万t

鋼材生産
1億646万t

土木 449万t
建築 684万t

造船・機械 766万t
自動車 349万t

二次製品他 306万t
容器 141万t

普通鋼鋼材
消費量
6,298万t

鋼材輸入
463万t 鋼材輸出

3,845万t

国内鉄鋼蓄積 13億1,348万t

鋳物生産 503万t

造船・
機械 

1,237
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 1,64
2万t二次製

品他 
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容器 
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t

建築 
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土木 6
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製品輸出
2,763万t

製品輸入
359万t

2007年度

あ
あ
あ
あ

粗鋼生産
1億2,151万t

日本の鉄鋼循環図（2007年度）

●資源枯渇を鑑み
　低品位鉄鉱石の使用拡大 
●低品位石炭の還元材への使用拡大 
●所内発生物のリサイクル活用 

安価・低品位原燃料の
使用拡大 

●Eco-Transport
●大型船化
●帰り便トラックの活用 

効率的
製品物流の実現

●脱硫、脱硝設備
●原燃料の成分管理 等

環境管理設備、環境負荷を
考えた操業技術の導入

●各種排熱回収設備
●最先端鉄鋼技術の導入 

徹底した
省エネルギーの推進

End of Life
最終処分

輸送 使用
Ex. 自動車走行

鋼材生産
製鉄所採掘

リサイクル

加工／組立て

原燃料、エネルギーINPUT

排ガス、排水、廃棄物OUTPUT

LCAを考慮した新日鉄の鉄鋼製品の製造

エコプロダクツ例® ❶

エコプロダクツ例® ❷

出典：（社）鉄源協会
　　　スラグ協会
　　　鉄鋼統計要覧
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3.社会性報告

品質保証・品質管理 

　新日鉄は、製品の製造、管理の体制を標準化し、改善を
推進する「品質保証」と、個別製品の製造、管理、開発・改
善を推進する「品質管理」を両輪とした取組みを推進し、
ISO9001認証取得や個別セクター要求認証取得という
形で、第三者やお客様からも評価されています。
　2008年5月、鋼管製造子会社において、規格・契約等
に定められた水圧試験の未実施が明らかとなり、お客様
や関係各方面の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおか
けしました。当社は、この問題を厳粛に受け止め、当社
グループおよび委託加工先を含めた品質管理体制につ

3-2

　新日鉄は、高度化する需要家・社会からのニーズにお
応えすべく、常にお客様から信頼される会社を目指して
きました。原材料の購入先との対話を心がけるとともに、
グリーン購入や無梱包などの積極的な取組みを行うこ
とによって、サプライチェーン（調達、生産、販売の流れ）全
体を通して環境・社会面での配慮を図っています。

3-1

　新日鉄は、株主・投資家の皆様へのIR活動（Investor 

Relations：株主・投資家向け広報活動）に積極的に取り組ん
でいます。国内外機関投資家向けのIR説明会やディス
カッション、個人株主の皆様を対象とした説明会・製鉄
所見学会、ホームページ・アニュアルレポート・株主通
信などを通じたきめ細かい情報発信により、IR活動の充
実に努めています。

Social Report

　また、関係法令、経団連「企業行動憲章」に定められて
いる適正な購買取引方針等を含めて社内規定化し、資源
保護、環境保全等への充分な配慮をすることを購買取引
の基本方針として取り組んでいます。

原料調達先（オーストラリア）との関係強化

　当社とその豪州子会社である新日鉄オーストラリア社
は、資源大手リオ・ティント・グループなどと共同で運
営する西豪州鉄鉱石ローブリバー JVにおいて、鉄鉱石
積み出し港であるケープ・ランバート港の出荷能力を1
億トン増加し、180百万t ／年まで拡張する計画の実行
に向け、資機材の先行発注などのための投資を行うこと
を決定しました。今回の先行投資額は、ローブリバー JV
全体で約1,400億円を見込んでいます。
　当社は、今後とも引き続き鉄鋼原料サプライヤーとの
関係を強化しつつ、中長期的な原料の安定確保に努めて
いきます。

お客様・調達先と共生し、「社会から信頼されるグ
ループ会社」であることを目指し、特に、2020年ま
でに化学物質の生産・使用に伴う人の健康被害お
よび環境への影響を最小化するとの国際合意

（2002年ヨハネスブルグサミット）に基づいて、サ
プライチェーンのなかの素材メーカーとして、さら
に取組みを加速していきます。

今 後 の 方 針

カドミウムおよびその化合物
6価クロム化合物
鉛およびその化合物
水銀およびその化合物
ビス（トリブチルスズ）-オキシド（TBTO）
トリブチルスズ類（TBT類）、トリフェニルスズ類（TPT類）
ポリ臭化ビフェニル類（PBB類）
ポリ臭化ジフェニルエーテル類（PBDE類）
ポリ塩化ビフェニル類（PCB類）
ポリ塩化ナフタレン（塩素数が3以上）
短鎖型塩化パラフィン（炭素数10〜13）
アスベスト類
アゾ染料・顔料
オゾン層破壊物質

品質保証に関する有害物質管理

社会性報告3 お客様・調達先の皆様とともに

株主・投資家の皆様とともに

私たちは、あらゆるステークホルダーの皆様とのパートナーシップを大切にしています。
株主・投資家の皆様には、コミュニケーション機会の拡充とタイムリーできめ細かい情報発信を徹底し、
お客様・調達先の皆様に対しては「恒久的に信頼される会社」であることを目指します。
また、従業員が誇りと意欲をもって働ける会社づくりを推進しています。
新日鉄は、地域に根ざした社会貢献活動を実践し、
これからも社会の一員として企業の社会的責任を果たしていきます。

露天掘りの鉱山（西オーストラリア）

製鉄所見学会の様子（君津製鉄所）

個人株主様向け説明会・製鉄所見学会の実施

　2008年度は、全国7地域8都市において、年間開催数
では過去最高となる計16回の説明会ならびに製鉄所見
学会を行い、約2,800名の個人株主の方々が来訪されま
した。
　これまでに実施したアンケートや皆様から頂戴した声
にお応えして開始した単元株以上保有の株主様を対象
とした平日見学会には、全国から多数の応募をいただき、
君津・名古屋・広畑の各製鉄所に抽選で約850名様の
来訪がありました。2009年度の開催予定につきましては、
年2回送付の株主通信『株主の皆様へ』等の紙上でご案内
してまいります。
　今後とも、当社の経営方針や経営姿勢、製造現場への
ご理解を深めていただく場として、個人株主様向け説明
会・製鉄所見学会を全国で順次開催していく予定です。

を重ねており、これまで以
上に多くの方々からアクセ
スいただいています。
　また、単元株以上保有の
株主様全員に年2回お送り
している株主通信の紙上で
は、社長からのメッセージ
や当社を取り巻くさまざま
なニュースなどを、親しみや
すく・分かりやすくをモッ
トーにご紹介しています。

新規・買増株主の皆様方への
お礼状送付とアンケート実施

　当社では、2007年より、新たに当社株主となられた皆
様方に、また2008年からは、買い増ししてくださった株
主の皆様方に対し、お礼状を送るとともにアンケートを
実施しています。2009年3月末には、個人株主数が前期
末から約10％増の44万人となりましたが、この間、8万
人を超える方々に新規購入・買い増しをしていただきま
した。アンケートのお声も今後のIR活動の参考とさせて
いただきます。

年2回発行の株主通信
『株主の皆様へ』

当社の経営方針や取り組み状況を株主・投資家の
皆様にご理解いただくため、情報開示の充実とタイ
ムリーで有用な情報発信を継続するとともに、コ
ミュニケーション機会の拡充を図りながら、株主の
皆様に長期安定的に株式を保有していただける環
境づくりに努めてまいります。

今 後 の 方 針

情報発信の充実

　2008年7月1日、当社ホームページの全面リニューア
ルに伴い、IRサイトである「投資家・株主情報」の内容も
一新しました。当社へのご理解をより一層深めていただ
くため、個人投資家様向けのページを新設するなど改善

いて、新たに業界として策定したガイ
ドラインに基づく徹底的な見直しを
行い、再発防止と信頼回復に全力を
挙げています。

サプライチェーンマネジメント

　当社は、LCAの思想に立脚して、サ
プライチェーンのさまざまな場面で
環境負荷低減に取り組んでいます。
特に、化学物質の管理強化の要求が
ますます高まるなか、カドミウムなど
14の有害な化学物質群に関して、お
客様・調達先と連携して管理基準を
定め、梱包材を含めた調達原料・製
品中の環境負荷物質を管理する体制
を整備しています。

当社株式構成（2009年3月末）

発行済株式総数
6,806,980千株

株主総数
449,500名

金融機関 
2,449,865
（36.0%）

個人
1,628,886
（23.9%）

一般
法人他

1,243,350
（18.3%）

外国人
981,069
（14.4%）

自己株式
503,808
（7.4%）

※各内訳の単位は千株。

『製鉄所のISO9001登録状況』
『グリーン購入の例』

URL
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3-3 労働安全衛生マネジメントシステム 

　当社は、「安全は収益・生産・コストの全てに優先す
る、当社として最も大切な企業理念である」との基本認
識のもと、安全で安心できる職場づくりに注力してきま
した。
　労働安全衛生マネジメントシステムを構築し、リスク
アセスメントによる危険性または有害性の排除を継続す
るとともに、チェック＆アクション（社内評価）を繰り返す
ことで、労働安全衛生水準の一層の向上を図る取組みを
進めています。2008年は協力会社の労働安全衛生マネ
ジメントシステムの構築・促進を図るために、当社のみ
ならず協力会社への評価を実施しました。

人権尊重 

　新日鉄は、多様な価値観や個性を尊重し活かすことで、
豊かな価値の創造・提供を行っていきます。
　また当社は、日本経団連が定める「企業行動憲章」を社
内規定の一部として包含しており、その内容である10原
則を遵守し、「企業の社会的責任（CSR：Corporate Social 

Responsibility）」への社会的関心の高まり、経済のグロー
バル化に伴う人権問題などに十分配慮しつつ事業活動
を展開しています。

人材育成・人事処遇

　当社は、「ものづくりは人づくりから」との観点から「人
材総合力の強化」に積極的に取り組んでいます。具体的
には、各部門・階層で求められる能力・スキルを明確化
し、上司-部下間で育成について対話を図りながら、計画
的にOJTを実行することを基本とし、それを支えるもの
として、階層別研修、部門ニーズに基づく各種目的的
OFF-JTを実施しています。2007年4月には、職場にお

　新日鉄では、従業員が長期にわたり安心し、活力を
もって働き続けられるように、公平・公正な人事処遇を
もとに、各種人事諸施策を推進しています。また、2004
年に社員行動指針を定め、従業員一人ひとりが共有すべ
き価値観や行動規範をわかりやすく示しました。

・ 次世代支援
当社は、2005年4月の次世代育成支援対策法の全面施
行を踏まえ、従業員が仕事と子育ての両立を図れるよう
推進していくこととし、両立支援に資する勤務制度の見
直しなど具体的な施策を展開しています。その一貫とし
て、従業員の年休取得を推進する活動に、社を挙げて取
り組んでいます。

・ シニア雇用制度
当社は、定年退職後の再雇用制度であるシニア雇用制度を、
厚生年金定額部分の支給開始年齢引上げにあわせて
2003年度に導入しました。その後も、一人ひとりがより意
欲高く働ける仕組みとなるように必要な制度改定を行い、
2009年4月時点で、約550名の方が再雇用されています。

・ その他諸制度
その他にも当社は、本人の療養、家族の介護、子の育児
を行う際に利用可能な福祉休暇制度や、従業員のライフ
ステージにあわせた福利厚生施策（住宅融資制度など）など、
従業員が長期にわたり安心して働ける環境をつくるため
の諸施策を実施しており、パンフレット配布などを通じ
て従業員への啓蒙活動を行っています。2008年4月には、
福祉休暇制度の適用範囲に自然災害及び環境事故の復
旧活動を加えるとともに、同目的と家族の介護目的の場
合に1日単位で取得できるようにしました。

ける人材育成責任者を明確にする役職制度改正を実施
しています。
　人事処遇制度については、こうした人材総合力の強化
を推進できるように、すべての従業員に公平であり、一
人ひとりの活力・意欲を引き出すよう心がけています。
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3.社会性報告

従業員とともに

ものづくり現場力向上JK大会

安全・健康管理 

　当社は、3ヵ年計画と年方針を策定し、計画的に安全衛
生活動の向上を図っています。その結果、長期的には労
働災害の発生件数が低下し、発生頻度を示す度数率も低
率で推移しており、今後も継続していきます。
　新日鉄グループ全員が安全最優先であることを共有
するべく、経営者層から事業所長、現場の第一線に至る
まで「各階層での対話、コミュニケーション」を継続的に
実施し、風通しの良い風土づくりに取り組んでいます。

技能トライアスロン大会

向上、経験の浅い人を中心にした危険体感教育の充実な
ど、人材育成施策の充実を図っています。
　また、健康管理では、保健指導を強化するとともに、メ
ンタルヘルスについても早期発見や適切な対応に向け
た取組みを継続的に推進しています。

※ 1　JK
自主管理活動の略。社員の自己実現、
技術伝承を図ることを狙いとした
小集団単位の自発的改善活動。

関係諸施策

　当社は、従業員が安心して働
ける環境を提供するため、さまざ
まな制度・施策を実施していま
す。
　さらに現場活性化施策として、

「技能トライアスロン大会」や「新
日鉄グループものづくり現場力
向上JK※1大会」を開催しています。

年休取得の向上、「各種の対話」などによる人事諸
施策の推進、および安全で健康な職場環境の整備
を通じて活力あふれる職場づくりを目指します。

今 後 の 方 針

・石綿含有製品の取り扱い、
 飛散危険場所での曝露防止への対応

・健康影響、健康不安に対する対応
  （退職者、在籍者）

・協力会社、関係会社への指導・支援

アスベスト対策 

　当社は従来から法令に則り対応してきました。加えて、
社の対応方針として以下の3点を重点的に取り組んでき
ました。

　2008年度末には、被覆などの措置により曝露性が無
いものを除き、代替化はほぼ完了しました。また、相談
窓口を設けて社員・OBに対し健康相談を実施しており、
今後も継続して適切な対応を進めていきます。

　このほか、重大災害
などにつながる危険・
有害要因の排除を徹底
するために、リスクアセ
スメントの取組みを継
続的に推進しています。
　さらに、安全に強い
人・組織づくりの観点
からは、安全キーマン

（作業指揮者など）の能力

労働災害発生頻度（度数率）
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ー新日鉄

製鉄所における
製鉄所長を中心とした
自律的取り組み

●製鉄所の安全管理組織等の整備
●共通設備対策
●安全教育のヨコ串化、トランスファー

製鉄所のライン安全管理の支援・トランスファー

技術面での連携

製鉄所製鉄所

製鉄所製鉄所

製鉄所 製鉄所

本社 安全推進部

製鉄所

製鉄所

技術開発本部

安全推進部の設置
2009年7月1日付の組織改正で、本社に「安全推進部」を設置し、
製鉄所現場に対する支援体制をさらに強化しました。
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地域との環境保全協定 

　新日鉄は、北海道から九州まで全国の製鉄所がそれぞ
れの地方自治体と「環境保全協定（公害防止協定）」、「工場
緑化協定」などを結んでいます。これらの協定は、大気、
水質、廃棄物、騒音、振動、悪臭、緑化など、環境に関する
あらゆる項目をカバーしており、各地域の特性を反映し
た内容となっています。当社は、地方自治体とのパート
ナーシップに基づくこれらの協定を遵守し、改定を行い
ながら、地域社会の環境保全に努めています。

郷土の森づくり（1）
東海市21世紀の森づくり（名古屋製鉄所）

　2009年2月、愛知県東海市で市民ら約3,300人による
21世紀の森づくり事業「養父新田緑地植樹祭」が行われ
ました。
　名古屋製鉄所は、この植樹祭に第1回目から参加して
おり、6 回目となる今回は製鉄所・グループ会社から計
348人が参加し、横浜国立大学の宮脇昭名誉教授のご指
導のもと、一人約20本の苗木を植樹し、2.3ヘクタール（長

さ520m、幅44m）の土地に57種類・約7万本の苗木が植え
られました。

郷土の森づくり（2）
北九州市響灘の植樹祭（八幡製鉄所）

　2009年5月、北九州市若松区の当社埋立地において、
八幡製鉄所の社員・家族ら約300人による植樹会が開
催されました。
　八幡製鉄所は北九州市が推進する「環境首都100万本

　新日鉄は、地域社会とのパートナーシップを大切に考
えています。各地域の特性を反映した環境保全活動を実
践するとともに、地域のさまざまなステークホルダーの
方々との環境リレーションズを積極的に展開しています。
また、文化・体育活動の支援など、さまざまな形で地域
社会への貢献を積極的に行っています。

3.社会性報告

地域社会とともに

地球温暖化問題への取組みや循環型社会構築への
貢献を、小・中・高校生など若い世代に理解してもら
う活動を今後も継続して推進していきます。また、全
国の学生を対象にしたインターンシップにも積極的
に取り組んでいきます。

今 後 の 方 針

植樹プロジェクト〜まちの森」の柱である「響灘・鳥がさ
えずる緑の回廊創生事業」に参画し、2008年10月から

低炭素社会に向けての取組み、循環型社会構築への
取組みを幅広く理解していただくために、工場見学
会の実施など地域のさまざまなステークホルダーの
方々との環境リレーションズを積極的に展開してい
きます。また、地域に根ざした社会貢献活動を実践し、
社会の一員として企業の社会的責任を果たしていき
ます。

今 後 の 方 針

3-5
未来を担う子どもたち・
学生とともに

全国の子どもたちが「たたら製鉄実験」に挑戦 

　2008年11月、当社をはじめ（社）日本鉄鋼連盟と（財）
日本科学技術振興財団は、地域の子どもたちにたたら製
鉄※1を体験してもらうことを目的に神奈川県川崎市市民
ミュージアムで「たたら製鉄体験イベント」を開催しまし
た。事前に行われた製鉄所見学と学習会に参加した親
子20組40名の参加者は、熱心に作業に取り組みました。
　当社は、このほか、釜石、名古屋、八幡、広畑の各製鉄
所で「たたら製鉄」を実演し、小・中学生を中心に、もの
づくりの楽しさを体験していただきました。

　新日鉄は、未来を担う子どもたちや大学生、その教育
に携わる教員の皆様と積極的に交流し、「ものづくり」の
大切さや環境問題への取組みを知っていただこうと、さ
まざまな交流・連携を図っています。また、インターン
シップにも積極的に取り組んでいます。

※1　たたら製鉄
たたら製鉄とは日本古来の製鉄法で、砂鉄を原料とし、ふいごと呼ばれる送風装置を
使って木炭を燃やして鉄をつくる方法。6世紀後半に朝鮮半島から伝えられたといわ
れ、江戸中期に技術的に完成した。明治以降、高炉による近代製鉄法での生産が軌道
に乗ったため1923年（大正12年）に商業生産を終えた。

環境教育 

　2008年12月、当社は、神奈川県川崎市立枡形中学校
で開催された「エネルギー環境ワークショップ」に参加し、
環境部と研究所の社員が講師となり、1年生から3年生ま
で計30名の生徒に、環境教育を行いました。
　ワークショップでは、鉄の原料・作り方とCO2の発生
との関係や、当社の廃プラスチックリサイクルにより
CO2を発生しない熱分解を行うことで水素が得られるこ
とを説明。生徒が実際に水素ボンベを使って燃料電池
車を走らせるなど、低炭素社会に向けた取組みについて
学習していただきました。

インターンシップ

　当社では、学生への就業体験の提供、業務紹介などを
目的に、従来から製鉄所や研究所においてインターン
シップを実施しています。2008年度は、全国の製鉄所
で119名の大学生、高専生を2週間受け入れて好評を博
しています。

GPNの取組み 

　新日鉄は、グリーン購入の取組みを促進するために
1996年に設立されたグリーン購入ネットワーク（GPN）に
発足当時から参加しています。また、世界でのグリーン

3-6

　資源・エネルギー・地球環境問題への対応や循環型社
会構築のためには、企業、行政、学界、市民がそれぞれの
枠に留まらず、立場や国境を超え、私たちの子孫のため
に考え、行動することが必要です。新日鉄は、国際社会や
地域社会のさまざまな団体との環境リレーションズを積
極的に展開しています。

社外団体・NGOとともに

購入と環境配慮型製品・サービスの開発・普及を目的
に2005年に発足した、国際グリーン購入ネットワーク

（IGPN：代表 山本良一東京大学教授）にも参加しています。
2009年3月にはフィリピンでの「第5回エコプロダクツ国
際展」にIGPNの共同出展という形で参加し、アジアでの
グリーン購入促進に協力しています。

国際協力機構（JICA）研修生受け入れ

　室蘭製鉄所では、環境に関する国際協力の一環として、
毎年、（独）国際協力機構札幌国際センターを通じて、世
界のさまざまな国から地域環境保全技術研修員を受け
入れています。2008年10月も、ブラジル、中国、コロン
ビア、エジプト、パキスタンの環境庁、地方自治体、大学
から5名の研修生を受け入れ、製鉄所の環境保全対策や
プラスチックリサイクル事業、鉄鋼スラグの活用による
海の森づくりなどに関する研修を行いました。

教育民間企業研修

　当社は、2008年8月、（財）経済広報センターが「経済
界と教育界のコミュニケーションを促進」するために実
施している「教育民間企業研修」を行いました。室蘭・名
古屋の2製鉄所に16名の教員の皆様をお迎えし、2日間
のカリキュラムで、
工場見学や体験学
習により「ものづく
り」の大切さ・面白
さや当社のもつ技
術力、環境保全や
人材育成の取組み
などを実感してい
ただきました。

『社外団体との関係の例』

開かれた企業を目指して、省エネルギー・環境保全
や人材育成の取組み、循環型社会構築への参画につ
いて、国際社会、地域社会のさまざまな団体・NGO
の方々への理解活動を積極的に展開していきます。

今 後 の 方 針

ふる さと

ふる さと

「初年度2万本植樹事
業（ 緑 地 面 積 約9,000

㎡）」を進めてきまし
たが、今回行われた
植樹会で目標として
いた2万本の植樹を
達成しました。

URL
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　2008年12月、新日鉄は、東京ビッ
グサイトで開催された「エコプロダ
クツ2008」に出展し、3日間で17万
名以上の入場者数があったなか、訪
れた多くの来場者の関心を集めま
した。
　当社の展示ブースは、新日鉄が
動脈産業と静脈産業の循環の中心
に位置することをシンボリックに

表現し、中央に高炉のイメージを
設置、地球環境問題に貢献する新
日鉄グループの取組みを「エコプ
ロセス」「エコプロダクツ®」「エコソ
リューション」の3つのカテゴリー
に分けて説明するとともに、日本に
おける近代製鉄150年の歩みを紹
介しました。

「エコプロダクツ2008」に出展

　2008年9月、名古屋製鉄所は、名古屋港金城
埠頭ポートメッセなごやにて開催された「メッ
セナゴヤ2008〜環境チャレンジの祭典〜」に
出展しました。
　342社が出展し、4万5,530人が来場するな
か、同所は製鉄所のエネルギー・資源の循環な
どのエコプロセスをはじめ、同所で製造する自
動車用高強度鋼板（ハイテン）、制振鋼板「バイ
ブレス」、スチール缶などのエコプロダクツ®、
廃プラスチックやスチール缶のリサイクル、鉄
鋼スラグを利用した沿岸の磯焼け改善プロジ
ェクトなどのエコソリューションを、実物やパ
ネルでコンパクトに紹介しました。

名古屋製鉄所が
「メッセナゴヤ2008」に出展

　新日鉄は、社会貢献活動の一環として、音楽
文化においても今日までおよそ半世紀にわた
り支援活動を続けてきました。当社の創立20
周年記念事業として構想された「紀尾井ホー
ル」を1995年に完成させ、この紀尾井ホールを
拠点とする（財）新日鉄文化財団（新日鉄および
グループ会社などが出資）を通じて、音楽家の育
成、公演の開催、優れた音楽活動に対する支援
などを行っています。
　近年、（財）新日鉄文化財団では、紀尾井シン
フォニエッタの韓国公演（POSCOとの共催）や
新しいスタイルでの邦楽公演の企画など、ます
ます活動の幅を広げています。 

メセナ活動

「北海道 新日鉄グループ展
2008」を開催
　2008年11月、「北海道 新日鉄グループ展
2008」を札幌市内で開催しました。今回は北
海道支店、室蘭製鉄所をはじめ新日鉄グルー
プ26社が出展し、「環境」「食」「エネルギー」を
キーワードに各社の新商品や技術力をアピー
ルしました。
　当日は約1,000名の来場者が講演や各社の

説明に耳を傾け、アンケートでは「新
日鉄グループのさまざまな活動を一
堂に見ることができた」、「コンパクト
に内容が凝縮された展示会だった」、

「業務に活かせる提案があった」など
の感想が寄せられ、大盛況でした。

　新日鉄は、学習絵本『新・モノ語
リ』を合計8巻発行しています。絵
本のテーマは、地球環境を大切に
しながら豊かで快適な生活を送る
ことや、鉄づくりを通じて科学の世
界を理解しその楽しさを知っても
らうことなどで、子どもたちが親し
みやすいキャラクターを随所に配
置し、わかりやすく紹介しています。

これまで合計65万部発行し、全国
の小中学生のほか、学校関係者、保
護者、地域でボランティア活動を
する皆様などから多くの反響をい
ただいてきました。
　絵本は製鉄所見学会・展示会・科
学館などで無料配布しているほか、
当社のWEBサイトからもお申込い
ただけます。

学習絵本『新・モノ語リ』シリーズ

Social Report 3.社会性報告

表彰名 主催 対象

優良工事表彰 東海市 日鉄環境プラントサービス（株）の灰溶融炉整備工事

タイ総理大臣賞（環境保全部門）
およびエネルギー賞

タイ王国 サイアム・ユナイテッド・スティール

グッドデザイン賞（建築・環境デザイン部門） （財）日本産業デザイン振興会 （株）新日鉄都市開発のハイブリッド環境住宅「TERA」

土地活用モデル大賞「都市みらい推進機構理事長賞」 （財）都市みらい推進機構
（株）新日鉄都市開発のMORUE（モルエ）

中島ショッピングセンター

安全優良職長厚生労働大臣顕彰 厚生労働省 名古屋製鉄所

省エネルギー月間表彰経済産業大臣賞 経済産業省
室蘭製鉄所、大分共同火力（株）、
医療法人社団新日鉄八幡記念病院

第13回リサイクル技術開発本多賞 （財）クリーン・ジャパン・センター 名古屋製鉄所

第55回大河内賞「大河内記念生産賞」 （財）大河内記念会 コークス炉炭化室診断・補修技術の開発

第41回市村産業賞「貢献賞」 （財）新技術開発財団 環境適合燃料タンク用鋼板「エココート®-S」

研究技術功労賞 （社）日本金属学会 ニッテツテクノ＆サービス（株）

創意工夫功労者賞 文部科学省 八幡製鉄所、広畑製鉄所、室蘭製鉄所

第3回ものづくり日本大賞
「内閣総理大臣賞」および「優秀賞」

経済産業省ほか4省 環境適合燃料タンク用鋼板「エココート®-S」の開発ほか4件

主な社外からの表彰一覧 （2008年度）

第41回市村産業賞「貢献賞」を受賞
　2009年3月、当社が開発した環
境適合型自動車燃料タンク用鋼板

「エココート®-S」が、（財）新技術開
発財団より、第41回市村産業賞「貢
献賞」を受賞しました。市村産業賞
は、日本の産業分野の発展に貢献
し、功績のあった業績を表彰する
伝統と権威ある賞です。「エココー
ト®-S」は、鋼板上に錫と亜鉛をめ
っきした自動車燃料タンク用鋼板
です。2005年の販売以降、国内自
動車メーカー各社で急速に採用が
進み、現在では自動車用燃料タン
クの約3分の2を占める金属製タン

クの大半に「エココート®-S」が使
用されています。
　今回の受賞理由としては、極めて
微細なめっき生成メカニズムを科
学的に解明し、優れた耐食性能を
発揮するためのめっき組織を開発、
実製造ラインでの安定製造技術を
確立したこと。また、今後の燃料多
様化の中でも燃料タンクの長寿命
化を可能にするのみならず、軽量、
燃料不透過、100%のリサイクル
性などの優れた環境適合性を持つ
燃料タンクの実現に貢献している
ことなどが評価されたものです。

第3回ものづくり日本大賞
「内閣総理大臣賞」および「優秀賞」を受賞

　当社は、需要家や社会での省エ
ネルギー・省資源や環境負荷低減
に貢献する先進環境対応型製品

「エコプロダクツ®」の開発・提供を
推進していますが、2009年7月、こ
れらの製品の開発が第3回「ものづ
くり日本大賞」において、「内閣総
理大臣賞」並びに「優秀賞（4件）」を
受賞しました。ものづくり日本大賞
は、2005年に創設された内閣総理
大臣表彰であり、わが国の産業・文
化を支えてきた「ものづくり」を継
承・発展させていくため、「ものづく
り」に携わっている優秀な人材を表

彰する制度です。そのなかで特に
優秀と認められる人材に対して内
閣総理大臣賞が与えられます。
内閣総理大臣賞
●耐食性を飛躍的に向上させた環

境適合燃料タンク用鋼板「エココ
ート®-S」の開発

優秀賞（4件）

●環境に優しい先進鋼材「鉛を使わ
ない低炭快削鋼」の開発

●自動車の燃費向上と乗員保護に
貢献する「良成形性超高強度鋼
板」の開発

●大型コンテナ船用「高強度高靭性

厚鋼板（47キロハイテン）」の開発と新
規船体構造設計

●無塗装橋梁用「ニッケル系高耐候　
性鋼」とその安心を支える防食技　
術システムの実用化

さまざまなコミュニケーション活動 社外からの表彰

エココート®-Sを使用した燃料タンク
写真提供：ユニプレス（株）
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第三者意見
Third Party Opinion

特に印象に残っている記事 （上位10項目）

1位 エネルギーと資源の循環・環境側面（1）
1位 地球温暖化対策の推進（2）
3位 新日鉄が考える、3つのeco（-）
3位 循環型社会構築への参画（3）
5位 巻末特集「郷土の森づくりと、海の森づくり」（-）
6位 トップステートメント（8）
7位 環境・エネルギーソリューションの提供（10）
7位 新日鉄グループの社会的責任と信頼（10）
9位 未来を担う子どもたち・学生とともに（-）
9位 環境・社会データ集（6）

※（  ）内は前年度の順位。

河西 悦子
桂川・相模川流域協議会　
代表幹事 環境カウンセラー

大塚 万紗子
国際海洋研究所（IOI） 
日本支部 事務局長

吉原 祥子
東京財団　

政策研究部 研究員

　

　本年は、『環境・社会報告書2009』
の発行にあたり、新日鉄として初め
て、複数の方から率直なご意見をいた
だくステークホルダー・ダイアログ
を実施しました。
　これに先立って、司会の黒坂さんを
はじめとする4名の方には、君津製鉄
所を見学していただき、“地中のマグ
マを想像させる”とのご感想をいただ
いた真っ赤な鉄の流れや、製造工程
で発する高熱を肌で実際に感じてい
ただきました。また、当社の歴史や過
去11年間の環境・社会報告書の変遷
についてご説明いたしました。
　そして、環境と生活・経済と社会の
問題を関連づけて理解し、活動されて 山田 健司

新日本製鐵
参与･環境部長

編集後記

ダイアログの内容は当社WEBサイトにてご覧いただけます。
（2009年11月掲載予定）

※なお、ご意見・ご感想は誌面の都合上、ご趣旨を損ねない範囲で一部割愛・
要約などを行い掲載させていただきました部分がありますことをご了承ください。

　
　『環境・社会報告書2009』は、世
界最高水準の技術力を中核として
環境調和型社会の実現に努める新
日鉄の幅広い取り組みを網羅的に
伝えていて、大変読み応えのある内
容です。一方で、持続可能な未来
に向けて、新日鉄の果たしうる大き
な役割を期待する時、全般的に記
述が各論にとどまっていて、世界や
日本の産業界における新日鉄の実
績やその役割が十分に示されてい
ないのが気になります。そこで、今
後の報告書では次の三つを考慮す
ることを提案します。
　一つめは、鉄・製鉄業・新日鉄
に関する全体像を次の観点から提
示することです。
(1)科学的観点:地球の重さの約3割
を占め、私たちの血液の重要な構成
分子でもある鉄は、土に “還る”こ
とのできる稀な工業製品です。ま
た、製鉄は古代から「たたら製鉄」な
ど長い試行錯誤のプロセスを積み
重ねた安定的な製造工程を有して

います。地球環境問題が深刻化す
る現代において、鉄の重要性を理
解する前提として、そうした科学的
事実の提示が必要だと考えます。
(2)歴史的・社会的観点:日本の基
幹産業として150年の歴史を持つ
新日鉄は、次世代に伝えるべき「も
のづくり」の経験や知恵を数多く
蓄積しているはずです。京都議定
書遵守のために鉄鋼業界は多大な
CO2削減負担金を払いましたが、製
鉄からのCO2排出とは私たちの暮
らしからのCO2排出に他なりませ
ん。小さなホチキスの針から巨大
な橋まで、製鉄は人々の生活を支え
る産業であるという歴史的・社会
的側面を示し、人々の意識を喚起す
ることも、本書の役割でしょう。
　また、「トップステートメント」で
は、新日鉄が主要産業におけるCO2

削減に向けて「グローバル・セクト
ラル・アプローチ」を発想し、他国
の鉄鋼メーカーや政府と協力して
牽引役を果たしている事実が紹介
されています。こうした取り組み
は、環境技術の国際標準化競争時
代において極めて重要です。新日
鉄が、温暖化対策におけるポスト

東京財団 政策研究部
研究員 吉原 祥子

京都国際枠組み交渉や生物多様性
等を考慮して、日本の鉄鋼業の優
れた技術を海外へ移転・普及しな
がら世界の温暖化対策に寄与して
いる実態は、もっと明確にアピール
すべきでしょう。
　二つめは本書の構成です。毎号、
基礎情報として、世界の鉄鋼業の
全体像と新日鉄の位置や技術力・
生産性に関する基礎データを掲載
し、毎年の数値の更新によって経年
変化を見せた上で、タイムリーな内
容のトップステートメントと特集
で毎号の変化をもたせてはどうで
しょうか。それによって、新日鉄の
世界レベルでの先駆性や役割が際
立ち、初めての読者も愛読者もそれ
ぞれに理解を深めることができる
と思います。
　最後に、子ども達の製鉄所見学
人数の多さや、新入社員の確実な
雇用状況や低い離職率などを示し
て社会性報告事項を充実させれ
ば、環境と同様に、社会における
持続性を志向する企業としてさら
に期待が寄せられるようになるで
しょう。

昨年度版の『環境・社会報告書2008』に対して、
たくさんの貴重なご意見・ご感想をいただきました。
本年の企画・編集の参考にさせていただきましたことを、
厚く御礼申し上げます。この欄では、読者の皆様からのご意見・
ご感想の一部をご紹介させていただきます。

読者の皆様からの反響と対応

ステークホルダー・ダイアログ

日本が提唱しているセクトラル・アプローチは諸外国からはあまり評
価を受けていないような印象を受けます。鉄鋼部門での実績があるよ
うですので、もう少し情報発信をしても良いのではないでしょうか?

地球温暖化問題に関して、現在商業
的に実用化されている最新の省エネ
技術が世界の鉄鋼業全体で適用され
れば、約3.4億トンのCO2削減効果が
あると世界エネルギー機関（IEA）に
よって試算されています。鉄鋼業界が
提唱しているグローバル・セクトラ

ル・アプローチは、地球温暖化問題に
対する実効的で公平な取組みとして
世界的に評価されつつあり、進め方に
ついて正式に国際会議で議論されて
いますので、ますます的確な情報発信
を心がけたいと思います。P10・P11・
P33をご参照ください。

編集部より

ご意見

資源の枯渇問題に対応するためには、社内・社外を問わず社会
全体で発生物を有効活用し、投入資源を削減することが大事な
視点となります。当社は、社内のインフラを活用し、他産業や地
域社会と連携して、副産物の資源化を通して、未来の世代のた
めの循環型社会の構築に寄与していきたいと考えます。

編集部より

環境・社会への取組みの中で、循環型社会構築への参画
として、社内発生物の循環利用に限らず社会や他産業で
発生する副産物の資源化にも取り組まれていることが、
他業界でも広がっていくと良いと思いました。

ご意見
郷土の森づくりと海の森づくりに感銘を受け
ました。特に海については、自分自身が海が大
好きということもあり、もっと活躍の場を拡大
して頂きたいと思いました。おそらく東日本中
心だと思われますが、サンゴの海についても、
この手法は有効なのでしょうか?

ご意見

鉄鋼スラグを活用した鉄分の供給が、藻類の生
育に効果があることは理論的にも、実証試験か
らも明らかになってきました。今後は、より幅
広く、効果の影響範囲、持続性などについて研
究を重ねていきたいと思います。

編集部より

ご指摘のように、企業が社会において存続し続けるために
最も重要なことは、社会から信頼される続けることである
と考えています。安全、防災、環境、品質等あらゆる面にお
いて、お客様や地域社会、そして株主の方々など社会のあ
らゆるステークホルダーの皆様から信頼される会社である
ために、グループ全体で、法令遵守徹底はもとより、企業倫
理の確立・徹底、内部監査体制・社員教育の充実を徹底し
て継続してまいります。

報告書に記述されているように、環境面への取組みは立派
なレベルと思います。しかし、P45の中央に記述された諸
事件や火災発生時等、具体的な負の結果をミニマイズしな
いといくら活動をアピールしても評価されないでしょう。

ご意見

編集部より

2009 年 8 月、新日鉄本社にて、
本年度の『環境・社会報告書』で開示された情報に関し、

有識者の皆様に率直な意見を伺うことを目的に、
ステークホルダー・ダイアログを開催しました。

国際海洋研究所 日本支部
事務局長 大塚 万紗子
桂川・相模川流域協議会
代表幹事 河西 悦子

黒坂 三和子
持続可能な発展のための

日本評議会（JCSD） 事務局長

司会

いる皆様からいただきましたご意見
は、われわれにとってたいへん貴重な
アドバイスとなりました。持続可能
な社会の構築に向けて、当社がどのよ
うな立場にあり、何を実行しているの
か、自らの存在意義と位置付けを明確
にして、判りやすく発信するための視
点をあらためて提供していただいた
思いです。
　本年度の報告書では、社長のトップ
ステートメントにおいて、中長期的な
視点から2050年に向けての当社の環
境・エネルギーの取組みを俯瞰的に
ご紹介しました。また、前半を当社の
重点的な取組みをご紹介する判りや
すい特集記事主体とし、後半を基本
的な環境・社会性報告として、データ
集はWEBに掲載することとし、全体

のページ数を削減しました。
　 当社は、『 環 境・社 会 報 告 書
-Sustainability Report 2009-』を、

「経済」の側面に関する「アニュアルレ
ポート」と併せて「環境・社会・経済」
をカバーする“CSR報告書”と考えて
います。いただきましたご意見を基
に、今後は、さらに充実した発信を心
がけていきたいと考えています。
　読者の皆様の率直なご意見・ご感
想をお聞かせいただければ幸いです。



FAX.03-6867-4999
「新日本製鐵　環境・社会報告書 —Sustainability Report— 2009」へのご意見・ご感想 新日本製鐵　環境部

『新日本製鐵 環境・社会報告書 2009』をご覧いただき、ありがとうございました。
今後の環境・社会活動および報告の改善、充実を図るために、皆様のご意見を反映していきたいと思っております。

Q2 当社の環境・社会への取組みについて、ご意見、ご要望をお聞かせください。

Q1 新日鉄の『環境・社会報告書』について、どのようにお感じになりましたか。
全体をとおして
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない
わかりやすさ・読みやすさ
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない
内容の充実度
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない

ご協力ありがとうございました。さしつかえなければ下記もご記入ください。
お名前 （フリガナ）

ご住所 　〒

ご職業・勤務先

こちらの向きに
お入れください

ご連絡先（電話番号・メールアドレスなど）

ご記入いただいた内容は、弊社で集計し、今後の報告書の充実のために活用させていただくとともに、弊
社発行物（弊社ホームページを含む）に掲載させていただく場合がありますが、特定の個人を識別できる
情報は掲載いたしません。個人情報に関しては、弊社の「個人情報管理規定」に則って、厳重に管理を行
い、必要に応じて次期以降の本報告書送付などのために利用いたします。なお、本アンケートの集計業
務を、弊社規定により選定した第三者に委託する場合があります。

Q3 特に印象に残っている記事はございましたか。（複数回答可）
□ 経済性報告　　□ トップステートメント　　□ 特集「地球環境問題に挑むグローバル・プレーヤー、新日鉄」
□ グループ報告「事業セグメント別のサステナブル・テクノロジー」　　□ コーポレート・ガバナンス　　□ コンプライアンス
□ 製造実力向上委員会　　□ 環境経営計画　　□ 2008年度の目標と実績　　□ エネルギーと資源の循環・環境側面
□ 地球温暖化対策の推進　　□ 循環型社会構築への参画　　□ 環境リスクマネジメントの推進
□ 環境・防災マネジメントシステムの推進　　□ 環境・エネルギーソリューションの提供　　□ 株主・投資家の皆様とともに
□ お客様・調達先の皆様とともに　　□ 従業員とともに　　□ 地域社会とともに　　□ 未来を担う子どもたち・学生とともに
□ 社外団体・NGOとともに　　□ さまざまなコミュニケーション活動　　□ 社外からの表彰　　□特になし

Q4 今後さらに充実すべき点、改善すべき点、詳しく知りたい点がございましたらお聞かせください。

Q5 あなたのプロフィールについてお聞かせください。
年代 □ 10代 □ 20代 □ 30代 □ 40代 □ 50代 □ 60代 □ 70代以上　
性別 □ 男性 □ 女性
どのようなお立場でお読みになられましたか。　
□ 株主・投資家の方 □ 当社と取引関係にある方 □ 政府・行政関係の方 □ 環境NGOの方　
□ 報道関係の方 □ 企業の環境担当の方 □ 研究者・学生の方 □ その他（　　　　）

来年度の報告書の送付を希望されますか?　□ 希望する　□ 希望しない

FAX先
 0

3-6
8
6
7-49

9
9

郵送先
〒100-8071 
東京都千代田区丸の内2-6-1
新日本製鐵（株） 環境部

ご意見・ご感想をお聞かせください。




